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１．本報告書における経済連携協定の位置づけ 
 

 

世界全体において、経済連携協定/自由貿易協

定（EPA/FTA）の数は増加し続けている。WTO への通

報件数を見ると、1948 年から 1994 年の間に GATT に

通報された RTA（EPA・FTA や関税同盟等）は 124 件

であったが、1995 年の WTO 創設以降、400 件を超える 

RTA が通報されており、2022 年 1 月 1 日時点で 

GATT/WTO に通報された発効済 RTA は 577 件に上る1。

また、投資財産の保護、送金の自由、外資規制への

規律等を規定した国際投資協定（IIA）2の締結数も

世界的に増えている我が国は、2022 年 2 月現在、50 

か国との間で EPA/FTA を、35 の国・地域との間で投

資協定を署名/発効している。 

EPA/FTA が増加してきた背景としては、いくつか

の要因が考えられる。関税同盟である EU という巨

大な域内市場の成立とその後の拡大は、NAFTA（北米

自由貿易協定）や AFTA（ASEAN 自由貿易地域）の成立

を促した。また、関税同盟や EPA/FTA の成立は、締

約国間の貿易が活発化することによって相対的な貿易

障壁が上がり、不利益を受ける非加盟国に対し、

それらの関税同盟・EPA/FTA 加盟国と関税同盟・

EPA/FTA 等の地域貿易協定を締結させるインセンティ

ブをあたえる（EPA/FTA を巡る世界の動きについて

は、次節「世界における経済連携の動向」を参照）。 

EPA/FTA は、特定の地域間で特別な取決めを定め

る協定であり、国際経済ルール上、WTO 体制の原則

である最恵国待遇義務の例外として位置づけられて

いる。GATT 及び GATS において、物品・サービスに

関する地域貿易協定を設立することが例外的に許容さ

れる場合についての要件が定められている（第Ⅱ部第 

16 章「地域統合」参照）。 

WTO におけるマルチ（多国間）の通商政策への取組

と、二国間又は多国間の EPA/FTA の取組とは、相互に

補完しうるものである。各地において進展する経済連 

 

 
1 WTO ウェブサイトよりhttp://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/region_e.htm 

なお、ここでいうRTAの数は、WTOへの通報要綱に基づき、物品とサービス両方を含むRTAを2つのRTAとしてカウントしたものである。だが、 

当該RTAを1つのRTAと数えた場合、2022年1月1日時点での発効済RTAは354件となる 
2  国際投資協定の中でも、二国間の投資協定は BIT(Bilateral Investment Treaty)と呼ばれる。 

 

携の取組や、アジア太平洋地域で APEC（アジア太平洋

経済協力）において進められている地域協力の取組

等は、WTO の多角的自由貿易体制を支え、ひいては世

界全体での貿易・投資の自由化に貢献していくこと

が期待される。WTO のラウンド交渉と比較して、

EPA/FTA では、関税やサービスの自由化のみならず、

WTO がカバーしていない投資ルールの整備、人的交流

の拡大など、幅広い分野について、経済実態に即した

ルールや協定 を協定締約国間で機動的に締結すること

が可能である。 

具体的な EPA/FTA の締結によるメリットとしては、

以下の点が例として挙げられる。 

ⅰ）貿易障壁の削減に伴い、安価な財・サービスの

流入や外資系企業の参入により国内市場の競争が

促進され、財・サービスの価格の更なる低下や、

製品の差別化が進行し、供給される財・サービス

の種類が増える。 

ⅱ）関税の撤廃、投資の自由化、諸制度の調和等を

通じて、重要な市場への優先的アクセスが得られ

ることにより、貿易・投資の機会が拡大するとと

もに規模の経済による利益を享受することが可能

になる。 

ⅲ）基本的な考え方を共有する国・地域との間で通

商ルールの策定を迅速に行うことにより、WTO にお

いてルールが形成されていない分野での制度構築

を先取りすることが期待できる。また、当該ルー

ルの浸透により、WTO での同一分野の議論において

主導権を確保しやすくなる。 

以上のような EPA/FTA のメリットは、他国に先んじ

て EPA/FTA を締結することによって得ることができる。

他方、第三国間で EPA/FTA が締結されることになれば、

先述の相対的な貿易障壁の上昇により、EPA/FTA を

締結していない国やその国の企業はこれらのメリッ

トから除外されることになる。したがって、WTO 体

http://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/region_e.htm
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制を支え、かつ、EPA/FTA のメリットを享受するこ

とが肝要である。 

本報告書の第Ⅰ部、第Ⅱ部では、WTO 協定に基づ

く権利・義務の観点から主要国の貿易政策を評価した

が、EPA/FTA や投資協定で規律されるルールについて

も、各国政府による遵守を確保するとともに、こうし

たルールそれ自体の WTO 協定との整合性を確保する

よう注視していくことが重要である。 

こうした観点も踏まえ、第Ⅲ部においては、日本

が締結した EPA/FTA 及び投資協定を中心に、国際経済

ルールの規律内容を解説し、関連する各国の措置につ

いて紹介する。第三国間で締結された EPA/FTA や投資

協定についても、最近の主要な事例を紹介する。なお、

デジタル及び環境分野の協定（例えばデジタル経済

パートナーシップ協定（DEPA）等）は、WTOにRTAとし

て通報されている協定ではないものの重要な動きで

あるため、本総論では、適宜記載を行うこととする。 

 
 

２．世界における経済連携の動向 
 

(１）世界全体の概観3 

 
冷戦が終結し、新たな国際経済システムが模索

されるなかで、まず欧米が地域経済統合の動きを

加速化させた。EU の域内市場統合計画による単一

市場の形成（1992 年）、NAFTA 発足（1994 年）を

軸として、欧米諸国は、まず経済関係の深い近隣の

地域内での貿易・投資の高度な自由化・円滑化によ

り、市場の拡大や生産拠点の効率化を通じた企業収

益の改善、国内経済構造の改革等を目指す取組を積

極的に推進していった。 

その後、WTO シアトル閣僚会議の決裂（1999 年）は、 

WTO における多国間での自由貿易推進の難しさを

顕在化させ、二国間あるいは地域国間での EPA/FTA 

締結を世界的な潮流として、更に加速させることに

なった。また、シアトル閣僚会議以降、EPA/FTA に

関して以下三点の傾向が見られるようになる。 

第一には、協定において、関税・非関税障壁の撤

廃のみならず、投資、競争、労働、環境、電子商

取引、経済協力、人の移動など、多様な分野に関

するルールの整備が含まれるケースが増えたこと

である（従来のFTA の要素に加えて、域内のモノ、

サービス、人、資本の移動の更なる自由化、円滑化を

図るため、水際及び国内の規制の撤廃や各種経済制

度の調和等を行うなど幅広い内容を含む EPA を我が

国が結んできたのはその一例）。 

第二には、「地域統合」型の EPA/FTA や広域経済

連携の動きが各地域において見られることが挙げら

れる。WTO のカンクン閣僚会議決裂（2003 年 9 月）

 
3  各国・地域別の FTA 締結状況については、WTOのウェブサイト上に記載がある（http://rtais.wto.org/UI/PublicMaintainRTAHome.aspx） 

後の米州における「地域統合型」の EPA/FTA の進捗は

特に著しく、メルコスール（南米南部共同市場）とア

ンデス共同体が 2003 年 12 月、自由貿易地域創設のた

めの枠組み協定に署名した。また、米国と中米諸国との

FTA（米国-中米-ドミニカ共和国自由貿易協定、DR-

CAFTA）も2004 年 8 月に署名され、国ごとに順次発効し

た。北米自由貿易協定（NAFTA）は制度上消滅し、代わっ

て米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）が2020 年7 月よ

りに発効した。 

アジア太平洋地域では、2010 年 3 月に TPP（環太平

洋パートナーシップ）協定交渉が開始し、2016 年 2 月

に署名に至った。その後 2017 年 1 月に米国が TPP から

の離脱を通知したが、米国を除く 11 か国での交渉を経

て、翌 2018 年 3 月には CPTPP（環太平洋パートナーシ

ップに関する包括的及び先進的な協定）が署名に至り、

2018 年 12 月に発効した。2013 年 5 月には東アジア地

域全域をカバーする RCEP（地域的な包括的経済連

携）協定の交渉が 16か国（ASEAN 10 か国と日中韓印

豪 NZ）で開始された。2019 年 11 月にインドは

RCEP協定への懸念を表明し、その後の交渉会合に

は参加しなかったため、2020 年 11 月、インドを

除く15か国が協定に署名した。その後、当協定は

2022 年 1 月に10 か国の間で、2 月には韓国で発

効している。そのほか、2013 年 3 月には日中韓 FTA 交

渉が開始されている。  

アフリカ地域では、アフリカ連合（AU）の55 か国・

地域のうちエリトリアを除く54 か国・地域が署名して

いるAfCFTAが2021 年１ 月に運用開始した。 

第三には、近接しない国・地域間での EPA/FTA を締

http://rtais.wto.org/UI/PublicMaintainRTAHome.aspx
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結する動きが活発化していることが挙げられる。

1985 年の米イスラエル FTA を端緒に、EU メキシコ 

FTA、韓EU・FTA、米韓 FTA、EU 南アフリカ FTA、EU 

シンガポール FTA、EU カナダ FTA、EFTA シンガポ

ールFTA、チリトルコFTA、韓国ペルーFTA、中国

モーリシャスFTA  などが締結されており、日本もメ

キシコ、チリ、ペルーといった中南米諸国、EU、英国

といった欧州諸国とも EPA/FTA を締結している。 

 また、分野別の協定を締結する動きが活発になってい

る。（前述のとおり、以下協定はWTOにRTAとして通報さ

れているものではないものの、重要な動きであるため記

載。）。例えばデジタル分野では、シンガポール、

ニュージーランド、チリの3か国によるデジタル経

済パートナーシップ協定（Digital Economic 

Partnership Agreement）が2020 年6 月に署名さ

れ、2021 年1 月に発効した4。同協定には、2021 

年10 月に韓国が、11 月には中国やカナダが加入

申請の動きを見せている。また、このほかにも星

豪DEA(2020 年3 月署名、12 月発効)、星韓

DPA(2021 年12 月交渉妥結) 、星英DEA (2022 年2 

月署名)など、様々なデジタル経済協定（Digital 

Economic Agreement, DEA）やデジタルパートナー

シップ協定（Digital Partnership Agreement, 

DPA）を締結する動きが活発化している。 

環境分野においても協定を形成しようとする動きが見

受けられる。グリーン経済協定（Green Economy Agreement, 

GEA）の締結は、環境物品・サービスの貿易や投資にお

ける非関税障壁を取り除き、低排出技術の導入を加速化

することを目的としている。2021年10月に星豪GEAの枠組

みが発表されている。 

（２）主な地域統合の概観と各国等の 

   動向 
本項においては、加速化する各地域の地域経済

統合の動きを概説する。日本にとって関わりの深

い米州、EU、東アジア・アジア太平洋地域それぞれの

地域統合・経済連携の動きを地域ごとに以下概説す

る。また、米国、EU、中国、韓国をはじめとする

各国の地域統合及び主要国との経済連携強化の取

組に向けた主な動きを概説する。 

 

 
4 シンガポール、ニュージーランドは2020 年１ 月発効だが、チリは同年11

月発効。 

①米州 

（ａ）北米自由貿易協定（NAFTA：North American   

Free Trade Agreement）及び USMCA（United 

States-Mexico-Canada Agreement） の概観 

米国、カナダ、メキシコの 3 か国で構成される北米 

自由貿易協定（NAFTA）は、1992 年 12 月に調印され、

1994 年 1 月に発効した。同協定は、域内での貿易障害

の除去、国際協力の枠組みの確立等を目的とし、モノ 

及びサービスの通商規則（域内関税・数量制限の撤廃、

原産地規則等）に加えて、投資、知的財産権、競争政

策の各分野のルールを規定した。 

3 か国は、2017 年8 月からNAFTA 再交渉を開始した。

2018 年8 月米国・メキシコ間で「初期的な大筋合意

（preliminary agreement in principle）」を発表し

た。同年 9 月3 か国で合意に至り、その際、協定の名称

をUSMCA（United States-Mexico-Canada Agreement）

に改めると発表した。同年 11 月、3 か国は協定に署名

した。 

2019 年 12 月 10 日、3 か国は労働や環境等の分野に

関して、協定の内容を一部修正する「修正議定書」に署

名した。 

その後、メキシコでは、同年 12 月 12 日に連邦

議会上院が USMCA の批准を承認した。米国では、同年 

12 月 19 日に下院、2020 年 1 月 16 日に上院で USMCA 

実施法案が可決され、同月 29 日にトランプ大統領の

同法案への署名を経て、批准手続が終了した。カナダ

では、同年 2 月 27 日に実施法案が下院国際貿易委員

会で採択され、下院本会議へ送付された後、3 月 13 日、

カナダ議会がUSMCA 実施法案を承認し、カナダ総督が同

法案を承認して批准手続が完了した。USMCA は同年 7 

月 1 日に発効した。 

 
（i） USMCA の主なポイント 

（自動車） 

・自動車の域内原産地比率は 2020 年 7 月 1 日（協

定発効日）から66％、以降、段階的に引上げ、2023 年 

7 月には 75％とする。 

・自動車部品（乗用車・ピックアップ用）の域

内原産地比率を①重要部品、②主要部品、③補完

部品の 3 カテゴリーに区分。それぞれ、66％・62、

5％・62％とし、以降、段階的に引き上げ。 
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2023 年 7 月には、75％・70％・65％とする。 

・時給 16 ドル以上の労働生産で製造する割合を 

40～45％とする。 

・車両に使用される鉄鋼・アルミニウムのう

ち、70％以上の比率が北米域内原産であることを

求める。 

 

※ライトハイザー米通商代表発フリーランド

加外相／グアハルド墨経済相宛サイドレター 

・自動車分野においては、一定数量を下回る

対米輸出については、通商拡大法第232 条を適用

しない（①乗用車：年間 260 万台まで、②ライトト

ラック：全て、③自動車部品：メキシコは年間 

1,080 億ドル相当、カナダは年間 324 億ドル相

当）。 

なお、2022年1月6日、USMCAの自動車分野の原

産地規則の解釈をめぐり、メキシコ政府はUSMCA

の紛争解決章に基づくパネルの設置を要請し、

カナダも同月13日に申立国に加わると発表した。 

 

（農産品） 

・米国とメキシコは、互いに農産物のゼロ関税

を維持。 

・米国とカナダは、互いに国別関税割当枠（無

税）を設定（米国は乳製品及び砂糖、カナダは乳

製品、鶏肉及び卵）。段階的に最大 19 年目まで枠

数量を拡大。 

・カナダは、協定発効 6 か月後に、乳製品の供給

管理制度における生産者価格の設定方法を一部見直

し。 

・米国とカナダの間で、関税割当の運用の公平

性、透明性の確保に関する規則に合意。 

・地理的表示の異議申立て手続の透明性の強化

等、地理的表示に関する新たな規律に合意。 

・輸出補助金等、貿易歪曲的政策の削減へのコ

ミットメント等に合意。 

 

（知的財産） 

・著作権保護期間を 70 年に延長。 

 

（「非市場経済国」との FTA） 

・締約国が「非市場経済国（注）」との FTA を

交渉する場合、交渉開始 3 か月前までに通知しなけ

ればならない。当該 FTA が発効した場合、他の締約国

（2 か国）は 6 か月の通知を以て、本協定を終了させ、

2 か国間の協定に代替可。 

（注）同協定における「非市場経済国」の定義：協

定署名時に少なくとも 1 か国が非市場経済と決定して

おり、かつ、いずれの締約国も FTAを締結していない国 

 

（為替） 

・国際通貨基金（IMF）協定のもと、国際収支の効果

的な調整を妨げるため又は不公正な競争上の優位を得

るために為替相場又は国際通貨制度を操作することを

回避するよう義務付けられていることを確認。 

・市場で決定される為替相場体制の実現・維持、競

争的な通貨の切下げ（外国為替市場への介入を通じた

ものを含む）を控えること、マクロ経済と為替相場の

安定の条件を強固にするファンダメンタルズの強化を

規定。 

 

（レビュー及び延長） 

・各国の 16 年延長の意思が確認されない限り、協定発

効後 16 年で終了。協定発効 6 年目に、各国の延長の意

思を確認し、合意されれば自動的に延長。延長決定から 

6 年毎にレビュー。 

 

ii） USMCA修正議定書 

（労働） 

・労働者の権利侵害に対する救済措置として、

特定施設における労働分野の紛争の早期解決メカ

ニズムを追加。対象施設における労働者の権利侵

害が発生していると考えられる場合、締約国は 

USMCA 事務局に、紛争解決パネル設置の申立を行う

ことが可能。 

・パネルが労働基準の違反を認めた場合、救済

措置として、提訴国は違反先の対象工場で製造さ

れる製品の特恵関税の停止や輸出の差止めを行う

ことができる。また、対象施設で製造される製品

又は提供されるサービスに対して、罰則を課すこ

とも可能。 

 

（環境） 

・環境関連の多数国間の枠組みを遵守すること

の規定を追加。 
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（知的財産） 

・バイオ医薬品に関するデータ保護期間(「10

年間」)の規定を削除。 

 
（ｂ）南米南部共同市場（MERCOSUR：Mercado 

Común del Sur）の概観 

1995 年 1 月に発効した南米南部共同市場（メルコ

スール）は、アルゼンチン、ブラジル、パラグア

イ、ウルグアイの 4 か国で構成される域内の関税撤

廃等を目的に発足した関税同盟である（ボリビア

は 2012 年 12 月加盟議定書に署名し、ブラジル議

会の批准待ち。ベネズエラは 2016 年より加盟資格

停止中）。域外との貿易協定については、2000 年 4 

月に EU との FTA 交渉を開始後、2016 年 5 月から再

開して 2019 年 6 月に大筋合意に達した。欧州自由貿

易連合（EFTA）とは 2017 年6 月より交渉が開始し、

2019 年 8 月に合意に達した。 

アンデス共同体とは 2005 年 6 月のメルコスール

首脳会合において、相互に各加盟国を準加盟国とし

て扱っていくことが確認され、南米共同市場の強化

を図っている。その他、メルコスールはイスラエル

（2009～2011 年発効）、エジプト（2017 年発効）、

パレスチナ（2011 年署名、未発効）とも FTA 交渉を

終えているほか、2018 年には、カナダ、韓国と、

2019年にはシンガポール、レバノンとの交渉を開

始した。また、南部アフリカ関税同盟（SACU）

（2016 年発効）及びインド（2009 年発効）とは特

恵貿易協定（PTA）を締結している。インドネシア、

ベトナムとは将来の貿易協定の可能性を視野に入れ

た取組を進めている。 

対外共通関税を設定する関税同盟の加盟国は、

他国と独自の貿易協定を締結することはできな

いが、2021年には、ウルグアイが中国とのFTA交

渉に向けた予備調査の実施を発表し、アルゼン

チン等がそれを非難するなど、域外との通商交

渉柔軟化や対外共通関税の引下げ等を巡り、メ

ルコスール内で意見が対立している。 

我が国との関係では、日・メルコスール経済緊密

化のための対話を過去 4 回開催（2012 年、2015 年、

2016 年、2017 年）、両国の EPA/FTA の取組について

情報交換を行っている。 

 
（ｃ）アンデス共同体（CAN：Comunidad Andina）の概観 

 1969 年に発効したアンデス地域統合協定を 1996 年

に改組して設立されたアンデス共同体は、コロンビア、

ペルー、ボリビア、エクアドルの 4 か国で構成される

関税同盟である（ベネズエラは 2006 年 4 月に脱退表

明。2005 年 7 月、メルコスール諸国であるアルゼンチ

ン、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイが準加盟国と

して参加。チリは 2006 年 9 月に準加盟）。 

域内関税について、コロンビア、ボリビア、エクア

ドルは 1993 年までに撤廃し、ペルーは 2005 年 12 月

末に撤廃したことで、2006 年 1 月よりアンデス自由貿

易圏が正式に発効した。対外共通関税については、4 段階

の新対外共通関税を 2004 年までに適用する予定であ

ったが、加盟国間の利害の不一致や、コロンビア、ペ

ルー、エクアドル 3 か国の対米個別 FTA 交渉が開始し

たことに伴い、2006 年 2 月のアンデス共同体通商大臣会

合において新対外共通関税の発効を 2007 年 1 月 31 日

まで停止することで合意された。その後，2014 年 12 月 

31 日まで停止期限の延長を行ったが、2015 年 4月に対

外共通関税の発効を放棄することを決定した。他地域

との間では、2007 年に EU とアンデス共同体との FTA 

交渉が開始され、2009 年 2 月から EU とコロンビア、ペ

ルー、エクアドルとの通商協定交渉へと変化し、2009 

年 7 月にエクアドルが交渉離脱した後、2012 年 6 月に

三者で署名、2013 年 8 月に発効した。なお、2019 年 5 

月、コロンビア、ペルー、エクアドルは英国との間で、

英国の EU 離脱後も貿易協定の各種条件を維持するこ

とを定めた協定を締結した。また、米国とアンデス共

同体域内国との二国間 FTA については、2009 年 2 月

にペルーとの FTA、2012 年 5 月にコロンビアとの FTA が

発効した。 

 
（ｄ）太平洋同盟（Alianza del Pacífico）の概観 

2012 年 6 月に署名された太平洋同盟（Alianza 

delPacífico）は、メキシコ、コロンビア、ペルー、

チリの 4 か国によって枠組み条約に署名された地域経済

統合協定である。太平洋同盟の構成や参加資格等、太平

洋同盟の組織や体制について規定する「太平洋同盟枠

組協定」は、2015 年 7 月に発効した。2014 年 2 月に開

かれた第 8 回太平洋同盟首脳会合において、域内関税に

ついて 92％の品目で即時撤廃、残り 8％を最長で 17 年

かけて段階的に完全撤廃することなどを内容とする追

加議定書が採択された。 

2015 年7 月には第10 回首脳会合が開催され、物品、
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サービス、資本及び人のより自由な移動を実現する

ため、深化した統合地域の建設を進展させる決意や、

他の統合メカニズムと連携していく意思等を示すパ

ラカス宣言が採択された。 

2017 年には、準加盟国についての議論が進展し

た。太平洋同盟の発足当初から、アジア太平洋との

関係強化は基本方針に盛り込まれていたところ、そ

の動きが本格化している。2017 年 6 月にコロンビア

で開催された太平洋同盟首脳会合において、オースト

ラリア、NZ、カナダ及びシンガポールの４か国が、太

平洋同盟の「準加盟国」の候補国として、太平洋同

盟加盟４か国と包括的自由貿易交渉開始を発表した。 

2018 年の太平洋同盟首脳会合で採択された宣言

では、上記４か国との加盟国交渉の進展に満足の

意を示すとともに、韓国、エクアドルを次の準加盟国

の候補として歓迎し、将来的には、韓国、エクアド

ルと交渉を開始する旨が記載されている。 

2019 年の太平洋同盟首脳会合では、2018年に採

択された「戦略的ビジョン2030」をより強固に推

進していくことを確認した。 

2020 年の太平洋同盟首脳会合では、新型コロナ

感染症拡大を鑑みオンラインで実施されたが、同

盟国地域におけるデジタル市場の発展、ジェンダ

ーの平等、新型コロナウイルス対策の 3 つを主な

テーマに議論し、首脳宣言を発表した。 

2022年の太平洋同盟首脳会合では、「ブエナ

ベントゥーラ宣言」に署名し、新型コロナ感染

症のパンデミックにより引き起こされた社会・

経済的影響を減らし、同盟の創設目的でもある

域内貿易の促進と、包括的で持続可能なデジタ

ル開発、人の移動のさらなる自由化などを促進

することに合意した。また、シンガポールとの

自由貿易協定の署名が行われた。さらに、エク

アドルの正規加盟国入りに向けた交渉を開始す

ること、及び2022年前半に韓国の準加盟国入り

に向けた交渉を開始することにも合意した。 

 
（ｅ）地域統合に向けた各国の主な動き 

（i） 米国 

米国は 1990 年代までは、前述の北米自由貿易協

定（NAFTA）及びイスラエルとの二国間 FTA 以外に

は FTA を締結していなかったが、2002 年通商法

（貿易促進権限（TPA）を含む）の成立を契機に、

チリ、シンガポールをはじめとして FTA 交渉を積極的

に展開し始めた。2003 年 9 月の WTO カンクン会合にお

いて「ドーハ開発アジェンダ」の中間合意が達成できな

かったことにより、この動きを更に加速させた。米国

は、FTA を単なる貿易自由化にとどまらず、相手国の

貧困からの脱却や経済改革への支援、加えて安全保障

やテロ対策の観点からも同盟関係構築のツールとして

位置づけている。米国は、中南米、アジア・オセアニ

ア、中東、アフリカと全世界規模で FTA を展開する意

図を示している。2021 年 2 月時点で 21 の国との間で 

FTA等 を発効済みである。2006 年 11 月には、APEC 地

域におけるアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）を提案し

た。2009 年 11 月には、オバマ大統領が環太平洋パート

ナーシップ（TPP）への関与を表明し、翌 12 月には米

議会へ交渉開始を通知した。2016 年 2 月に署名された

ものの、2017 年 1 月に、オバマ大統領にかわってトラ

ンプ大統領が就任したことで、通商政策の方針は大き

く転換した。トランプ大統領は、就任直後の 1 月 23 日、

TPP からの離脱を正式に決める大統領令に署名した

（TPP の動きについては 3（2）⑯環太平洋パートナーシ

ップの項を参照）。同年 8 月からはカナダ・メキシコ

とのNAFTAの再交渉を開始し、2018 年 11 月にUSMCAと

して署名にいたっている。2018 年 10 月に改正交渉開

始に合意した米韓 FTA については、2018 年 12 月に両

国により批准された。また、EU との FTA については、

協議が停止していたとの見解が EU 側から出されてい

たが、2018 年 10 月に USTR が EU と貿易交渉を開始す

る意思を米議会に通知している。なお米国は英国との

FTA交渉を2020 年 5 月に、ケニアとのFTA交渉を同年 7 

月に開始した。 

 

（ii） メキシコ 

メキシコは、2021 年 2 月時点で 15 の EPA/FTA を締

結している（日本とは 2005 年にEPA を発効。詳細は 3

（2）②日メキシコ EPA の項参照）。韓国との FTA 交渉

については、2006 年 2 月から交渉を開始したが、当時韓

国が対米 FTA 交渉に注力していたこともあり、2006 年 

6 月までの第 3 回交渉以降、進展がみられず、2007 年 8 

月、当初目指していた「戦略的経済補完協定」から FTA 

に格上げして締結交渉を開始することを発表したものの 

2008 年 6 月以降は交渉が事実上中断していた。2016 年 

4 月に韓国大統領がメキシコを公式訪問し、メキシコ大

統領との会談で、2016 年第 4 四半期以降をめどにFTA の
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交渉再開へ向けた協議を行うことが合意された。

2022年前半には、第１回交渉会議を行う予定である。 

2000 年に発効した EU との FTA については、2013 

年に包括的な現代化を目指すことで合意した。そ

の実現に向け、2016 年 6 月から交渉会合が行われ、

2018 年 4 月にEU・メキシコ FTA の近代化にかかる貿

易・投資分野について大筋合意を発表した。 

他に、すでに紹介した通り、2020 年7 月に、NAFTA

に代わるUSMCAが発効している。 

 

（iii） カナダ 

カナダは 2022年 1月現在、11 の二国間 EPA/FTA を

締結している。多国間としてはUSMCAと欧州自由貿易

連合（EFTA）（スイス、ノルウェー、アイスラン

ド、リヒテンシュタイン）との FTA を締結している

（日本とは 2012 年 11 月にEPAの交渉を開始し、

2014 年 11 月までに 7 回の交渉会合を実施。）。 

「EU カナダ包括的経済貿易協定（CETA）」につい

ては、暫定適用を 2017 年 9 月 21 日から開始した。

CETA は EU にとって主要 7 か国（G7）のメンバー

と結ぶ初めてのFTAであり、協定全体の正式な発効

には、EU 全加盟国における批准手続が必要となる。 

また、2018 年 3 月にはメルコスールとの FTA 交渉

を開始し、進歩的貿易アジェンダの推進にコミッ

トしている。 

2020 年にEUを離脱した英国とは、2021年4月にカ

ナダ‐英国貿易継続協定 (Canada-UK Trade 

Continuity Agreement (TCA))を発効した。この

協定は、カナダ・EU包括的経済貿易協定（CETA）

の主要な合意内容を確保し、双方の市場への特恵

アクセスを継続的に提供するものである。なお、

今回の協定は、カナダと英国が包括的な自由貿易

協定を交渉する間の暫定的な協定と位置付けられ

ている。 

 

②欧州 

（ａ）欧州連合（EU：European Union）の概観 

2019 年 5 月の欧州議会選挙を経て、2019 年 12 月

には、ドイツ出身のフォン・デア・ライエン欧州委

員会委員長及び、ベルギー出身のミシェル欧州理事

会議長が就任した。 

 

（ｂ）英国の EU 離脱を巡る動き 

2016 年 6 月の英国の国民投票の結果を受け、翌 2017 

年 6 月から英 EU 交渉が開始された。2018 年 11 月に

「離脱協定」等が英 EU 当局間で合意されるも、英国議会

下院にて否決されたことを受け、2019 年 4 月に EU は

離脱期限を同年 10 月末まで延期することを決定した。

メイ首相にかわり新たに就任したジョンソン首相のも

と、10 月に英 EU 当局間で改めて「離脱協定」及び「将

来関係に関する政治宣言」の修正案について合意に至

ったが、英国議会下院にて関連法案が承認されず、離

脱期限は 2020 年 1 月末まで再度延期されることとな

った。2019 年 12 月に行われた英国議会下院総選挙の

後、英 EU 双方の議会で離脱協定が承認され、翌 2020 

年 1 月末に英国は EU から離脱した。離脱協定では 

2020 年末までを「移行期間」とし、移行期間中は、英

国は引き続き EU が第三国と締結した国際約束を含む 

EU 法が適用される条約に拘束されることとなった。一

方、英国は移行期間終了後に発効させる自由貿易協定

の交渉・署名・批准が可能となった。英国は日本との

間で EPA を 2020 年 10 月に署名したほか、EU とは物

品とサービス貿易だけでなく、競争、補助金、透明性、

輸送、エネルギーと持続可能性、漁業、データ保護、

社会保障など、幅広い分野をカバーする通商協力協定

を移行期間終了間際の 2020 年 12 月 30 日に署名し、

移行期間が明けた 2021 年 1 月 1 日から暫定発効した

（欧州議会の批准が 2020 年内に間に合わなかったため、

欧州委員会は暫定発効という特例措置をとった）。 

なお、直近の英国の動きとしては、2022年2月にシン

ガポールと、経済全体にわたるサービス及びモノのデ

ジタル化された貿易を対象とした、デジタル経済協定

(DEA)に署名した。 

 

（ｃ） EU の地域統合及び主要国との経済連携強化

の取組 

EU は、GATT/WTO の多国間貿易交渉による貿易投資

の自由化を最優先としつつ、周辺諸国や旧宗主国の関

係国との FTA 交渉を推進してきた。しかしながら、WTO 

ドーハ開発アジェンダ（DDA）の交渉停滞を受け、2006 

年 10 月に EU は域内の単一市場の強化とともに対外通商

政策に関する考え方を示した政策文書「グローバル・ヨ

ーロッパ」を発表して、WTO 体制を全面的に支持しつ

つ、それを補完するものとして、アジアを中心とする

新興市場開拓に焦点を置いたFTA 交渉を進めていく姿

勢を表明した。これに基づき、韓国と 2007 年 5 月から
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FTA 交渉を開始し、2011 年 7 月に暫定適用した後、

2016 年 7 月に発効した。インドとは、2007 年 6 月

に交渉を開始したものの、最後に交渉会合が開催さ

れたのは2013 年である。ASEAN とは、2007 年 5 月に

交渉を開始し、これまでに 7 度の交渉を実施したが、

2009 年 3 月に交渉を休止し、個別国との交渉へと

移行することとなった。ASEAN 各国とのFTA 交渉の

状況は様々であり、シンガポールとの FTA は 2019 年 

11 月、ベトナムとのFTAは 2020 年 8月に発効、マレ

ーシア、インドネシアとは交渉中である。 

アフリカ諸国については、2007 年末までに ACP

（アフリカ、カリブ海、太平洋地域）内でいくつ

かの地域統合と中間協定を締結し、経済連携協定

の締結へ向けて交渉を行っていたが、合意できた

のはカリブ海地域のみだった（2008 年 10 月に調

印）。その後、アフリカを 5 地域に分けて見直し交

渉を進めた結果、西部アフリカ地域とは 2014 年 7 

月に署名を行い、南部アフリカ地域とは 2016 年

に暫定適用した。 

2015 年には、更に「万人のための貿易」

（「Trade for all」）において、貿易における全体戦

略を示した。中南米諸国との関係においては、まず、

政治協力も含めたメキシコ・EU 自由貿易協定が 

2000 年 7 月に発効した。本協定は、知的財産権や政

府調達、競争、投資等を含んだ包括的なものである。

市場アクセスに関しては、鉱工業品では 100％、サ

ービスではオーディオ・ビジュアル、航空輸送、海運

を除いて自由化した。本協定の発効により、EU は、

中南米のみならず NAFTA への足がかりを作ることが

できた。さらに、2016 年 5 月より改定交渉を開始

し、2018 年 4 月に大枠合意に至り、市場アクセス等

が改善した。また、チリとの間でも、FTA を含む経

済枠組協力協定を 2002 年 11 月に発効し、2017 年 11 

月から改正交渉が開始された。更に、EU はメルコス

ールとの間で 1995 年 12 月に、地域間協力枠組協定

に署名した。これをうけて、技術協力の推進、投資

促進への法環境整備等を含む包括的な政治経済連携

を目指す EU－メルコスール連合協定交渉が、2000 

年 4 月に開始され、2004 年に交渉中断していたも

のの、2016 年 10 月から再開し、2019 年 ６ 月に大

枠合意に達した。湾岸協力理事会（GCC：バーレーン、

クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、

アラブ首長国連邦）とは、1990 年に FTA 交渉を開始

し、交渉の一時中断を経て、2002 年に交渉を再開して

いる。2008 年には GCC により交渉が停止され、その後

非公式な協議が行われている。 

カナダについては、2009 年10 月から交渉を開始し、

2014 年 9 月オタワでのカナダ-EU サミットで交渉を終

了した旨宣言した。その後、2016 年 10 月、ブラッセル

での EU-カナダサミットで、EU・カナダ包括的経済・貿

易協定（CETA）に調印し、2017 年 9 月から暫定適用し

た。協定を完全に発効させるためには、EU 域内の国家

による協定の承認が必要とされている。 

米国との FTA については、2013 年 7 月から交渉開始

したものの、2017 年 1 月に、マルムストローム欧州委員

（通商担当）（当時）が、トランプ米政権の誕生に伴

って停止状態にあるとの見解を表明していた。しかし、

その後通商協議の再検討が進められ、2018 年 7 月の首

脳会談において、条件付きの通商協議入りすることで

合意した。10 月 16 日に USTR が EU と貿易交渉を開始

する意思を米議会に通知したことによって、法的には 

2019 年 1 月中旬以降、交渉を開始できることとなった。

2019 年 4 月に欧州理事会は、EU として米国との通商協

議を開始する権限を欧州委員会に付託する交渉指令案

を承認した。交渉内容は「工業品に対する関税撤廃」

「非関税障壁撤廃に向けた（基準認証の）適合性評価」

（以降、適合性評価）に絞り、農業分野を含まないこ

とを強調している。また、11 月には欧州委員会貿易総

局が米国との適合性評価に関する協定のための提案を

公表した。2020 年 8 月 21 日、数億ドル規模の市場

アクセスを拡大する関税引き下げパッケージの合意を

発表し、EU側はロブスターの5年間の関税撤廃、米国

側は 160 百万ドル相当のEUからの一部輸出品目に対し

て 50 % 関税削減を約束した。 

豪州については FTA交渉が2018年に開始され、2022年2

月に12回目の交渉が行われた。 

 
③アジア太平洋地域 

（ａ）ASEAN 経済共同体（AEC：ASEAN Economic 

Community）の概観 

AFTA は、1992 年 1 月の ASEAN 首脳会議においてそ

の推進が合意された、東南アジア諸国連合（ASEAN）加盟 

10 か国による自由貿易地域である。1993 年 1 月より、

共通実効特恵関税（ CEPT： Common Effective 

Preferential Tariff）制度に基づいて、域内関税を段

階的に引き下げることとしており、当初は 2008 年ま
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でに適用品目(IL)の域内関税を 0～5％まで引き

下げることを目標としていた。しかしながら、その後、

1994 年の AFTA 評議会では域内関税引き下げの期限

が 2003 年に前倒しされ、1998 年 12 月の ASEAN 首

脳会議では、ASEAN 先発加盟国（フィリピン、タイ、

マレーシア、シンガポール、ブルネイ、インドネシ

ア）について、引き下げ期限がさらに 2002 年に前

倒しされた。加えて、1999 年の AFTA 評議会及び 

ASEAN 首脳会議では関税引き下げの目標を「0～5％」

から「関税撤廃」とした上で、IL の関税撤廃期限

を先発加盟国については 2010 年まで、新規加盟国

（カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）に

ついては 2015 年までとすることが宣言された。その

結果、先発加盟国の IL 関税引き下げは2002 年に、IL 

関税撤廃は 2010 年に、新規加盟国の IL 関税撤廃は、

総品目数の 7%にあたる一部品目を除き2015 年 1 

月に達成された。なお、この一部品目については 

2018 年まで関税撤廃が猶予されていたが、2018 

年にこの残りの7%の品目の関税が撤廃された。 

また、2007 年 11 月の ASEAN 首脳会議では、法的

拘束力のある「ASEAN 憲章」が署名され、AEC の 

2015 年までのロードマップである「AEC ブループ

リント」が発出された。その中で、AFTA-CEPT 協

定を包括的な協定として見直すことが記載されてお

り、2009 年 2 月には、CEPT 協定に替わる「ASEAN 物

品貿易協定（ATIGA）」が署名され、貿易円滑化、税

関、任意規格・強制規格及び適合性評価・衛生植

物検疫・貿易救済措置の 5 分野が追加された。同様

に、投資分野についても、ASEAN 投資促進・保護協

定（IGA）と ASEAN 投資地域枠組合意（AIA）を統合・

改定した「ASEAN 包括的投資協定（ACIA）」が署名され

た。 

そして 2015 年 11 月の ASEAN 首脳会議で採択され

たASEAN 共同体設立文書において、2016 年以降もさ

らなる統合の深化に向けた取組を実施することが表

明され、2025 年までの新たなロードマップである

「AEC ブループリント2025」が発表された。 

AEC ブループリント2025 においては、ATIGA の

更なる強化、ACIA の着実な実施に加え、1995 年に署

名されたASEAN サービス枠組み協定（AFAS）を全面的

に刷新する ASEAN サービス貿易協定（ATISA）の交

渉加速及び実施が掲げられ、2020 年 10 月、ATISA 

が署名された。今回の署名によって、内国民待

遇・最恵国待遇・市場アクセスなどの具体的な規律が

定められた。 

 
（ｂ）ASEAN を巡る動き（「ASEAN＋1」の取組） 

近年、ASEAN の成長活力を取り込むことによって経

済活性化を図るべく、前述の米国及び EU、後述する日

本の他にも、中国、韓国、インド、豪州・ニュージー

ランド（ANZCER）等が、ASEAN との EPA/FTA 締結への

動きを活発化させている。 

中国 ASEAN FTA（ACFTA） については、2003 年に「包

括的経済協力枠組み協定」が発効し、2004 年には、

「物品貿易協定」、｢紛争解決制度協定｣に署名した。

2005 年から関税引き下げを開始し、2010 年には ASEAN 

6 か国において対象品目の 9 割について関税が撤廃され

た。また、「サービス貿易協定」は 2007 年に発効、

「投資協定」は 2010 年 1 月に発効した。2016 年 

1 月、ACFTA 高度化協定が発効された。 

韓国 ASEAN FTA については 2004 年に交渉開始、8 回

の交渉を経て、2005 年 12 月の韓 ASEAN 首脳会談にお

いて「包括的経済協力枠組み協定」に署名した。また、同

時期に行われた韓国 ASEAN 通商長官会談において

「紛争解決協定」に署名し、韓 ASEAN 首脳会談におい

て「包括的経済協力枠組み協定」に署名した。また、

2006 年 8 月、「物品貿易協定」に署名（タイを除く）

し、2007 年より関税引き下げを開始した。また、2009 

年に「サービス貿易協定」が発効した。2009 年 2 月に

は、タイの物品貿易協定に係る議定書を署名、6 月には

投資協定が署名された。韓国及びASEAN6 か国は2012 年

までにほとんどの品目で関税が撤廃されている。 

2002 年 11 月、ASEAN とインドの初の首脳会談にお

いて、双方が経済協力の強化で合意し、貿易・投資の

自由化を長期目標とすることなどを決定した。その決

定を受け、政府間の作業部会を立ち上げ、2003 年 10 月

に枠組み協定に署名した。物品分野において、インド

側の自由化除外品目数等について交渉が難航していた

が、2008 年 8 月に合意に至り、2009 年 8 月に署名さ

れ、2010 年 1 月から発効した。2011 年にフィリピンと

カンボジアが批准を済ませたことにより、10 か国全ての

国との発効に至った。また、インドと ASEAN は、2012 年 

12 月 20 日、サービスと投資分野の FTA の締結にも合意

し、2014 年 11 月に全加盟国間で署名された。 

ASEAN-豪・NZ FTA は 2005 年に交渉開始し、2009 年

2 月に署名された。2010 年 1 月に豪州、NZ、ブルネイ、
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マレーシア等 8 か国との間で発効し、2012 年 1 月

全 ASEAN 諸国との間で発効した。なお、2010 年 5 月

から開始された協定見直し交渉は、2013 年 12 月に

合意され、 2014 年 8 月の署名を経て、2015 年 10 月

に第一改訂議定書が発効し、原産地規則の統合・簡

素化等が図られた。ASEAN-香港 FTA は 2014 年 7 月

に交渉開始し、2017 年 9 月に合意、同年 11 月の 

ASEAN 首脳会議に合わせて署名された。2021年5月

には改訂交渉が開始されており、2022年内には

終了する予定となっている。 

日・ASEAN 包括的経済連携（AJCEP）は、我が国に

とって初めての広域経済連携協定である。2005 年よ

り交渉を開始、2008 年以降順次発効しており、現在

はすべての参加国との間で発効している（詳細は 3. 

(2) ⑧ 日・ASEAN 包括的経済連携（AJCEP）協定参

照）。 

 
（ｃ）地域統合に向けた各国等の主な動き 

（i） シンガポール 

シンガポールは積極的に EPA/FTA 締結に向けた動

きを展開しており、2019 年までに日本を含む 13 か

国、2 地域（欧州自由貿易連合、GCC）との間で 

EPA/FTA を発効した。また、ブルネイ、ニュージーラ

ンド、チリとの間に、環太平洋戦略的経済連携協定

（P4）を発効させており、TPP 協定交渉を主導した。

2010 年 3 月に交渉を開始した EU との FTA は、2018 

年 10 月に署名に至り、2019 年 11 月 21 日に発効し

た。パキスタン、カナダ、ウクライナ等とは現在交

渉中である。2022年1月には、太平洋同盟(メキシ

コ、コロンビア、ペルー、チリ)とのFTAに署名

した。このFTAが発効すればシンガポールは太平

洋同盟の初の準加盟国となる。 

さらに、シンガポールはデジタル経済協定

(DEA)の締結を推進している。2021年12月には韓

国・シンガポール・デジタルパートナーシップ協

定（DPA）の交渉妥結を宣言し、共同声明に署名

しつつ、イギリスとも原則合意に至っている。同

時期にオーストラリアとのデジタル経済協定も発

効した。2国間だけでなく、チリ、NZ、シンガポ

ールの3か国でのDEPAも2021年11月発効した。 

 

（ii） タイ 

タイは 2001 年のタクシン政権発足から、各国と

の経済連携強化に積極的に動き出し、2022年2月まで

に、日本、オーストラリア、ニュージーランド、ペ

ルー、チリとの間で5 つの二国間 EPA/FTA が発効済み

である。バーレーン、インドとの間では FTA 枠組み協定

を締結したが、バーレーンとは GCC が単独での FTA を

認めなかったことから頓挫し（タイは GCC との交渉を優

先する方針）、インドとは全体交渉を継続中（EH は実

施済み）となっている。また、パキスタン、トルコと

の交渉は進展が見られるものの、米国、EFTA との交渉

は、タイの政治混乱等の理由により停滞している。 

なお、2018 年 10 月の日タイ首脳会談など累次にわ

たって、CPTPP への参加の関心が表明されている。 

（iii） マレーシア 

マレーシアは、2004 年 1 月より開始した我が国との

EPA 交渉を契機に、各国との取組を進めており、2019 

年までに 14の EPA/FTA が発効している（ただしチリは

物品のみ）。マレーシアは、TPP 交渉に 2010 年 12 月に

正式に参加したほか、2010 年には EU 、2019年に韓国と

の FTA 交渉を開始した。ただし、EUとのFTA交渉は中断

している。 

 
（iv） 韓国 

韓国は 2022年2月末までに 13か国・5 地域との

間でEPA/FTA を発効しており、インドネシアとは「包

括的経済パートナー協定(CEPA)」を正式署名、イス

ラエルとは交渉を妥結している。また、中断してい

たメキシコとの交渉再開に関する協議を推進する

計画を発表したほか、GCCとの交渉再開に正式合意

し、また、ウズベキスタン、エクアドル、マレーシ

アやフィリピン等と交渉中である。一方、日本との交

渉は中断中である。 

2017 年 5 月にムン・ジェイン政権が発足し、同年 7 

月に発表した「新政権の経済政策方向」において、新

政府通商政策として、メルコスールやユーラシア経済

連合（EAEU）との新規 FTA 交渉及びインドや ASEAN と

の既存の FTA 改善交渉を進めるとしており、ロシアとは

2019 年 6 月に第 1 回交渉が開催され、2021 年末までに 

5 回の交渉会合が開催されているほか、メルコスールに

ついても、2018 年 9 月に第 1 回交渉会合が開催され、

2021 年末時点で 7 回の交渉会合が開催されている。ま

た、カンボジアとのFTAは2021年10月26日に最終署名、批

准に向けた手続を行なっている。韓米 FTA については、

2018 年 3 月に再交渉が妥結し、9 月に署名、12 月に両
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国によって批准された。 

また、韓中 FTA についてはサービス投資分野のフ

ォローアップ交渉の国内手続を滞りなく推進し、韓

中FTA 履行委員会を通じて、韓国企業の対中貿易

投資等の問題点の解消を実現すべく、2018 年 3 月

以降、交渉見直し会合を実施している。 

また、CPTPPへの加入に関心を示しており、正式な

加入申請に向けて国内議論を進めている。 

 

（v） 中国 

中国は、近年、各国地域との経済連携強化を積

極的に推進している。2022 年までに、19 の EPA/FTA 

が発効済みである。また、スリランカ、モルドバ、

モルディブ、イスラエル、ノルウェー、パナマ、パ

レスチナとの二国間 EPA/FTA、韓国との第二段階の 

EPA/FTA や、GCC、日中韓でのマルチの枠組みにおけ

る EPA/FTA について交渉中であり、2022年1月に、

GCCとの間で自由貿易協定の交渉を早期に終える

との共同声明を発表した。まだ同月、カンボジア

とのFTAが正式に発効した。さらに 7 か国と、二国間 

FTA/EPA についての共同研究を実施中もしくは検

討中であり、2021年にはウルグアイが中国との

FTA交渉に向けた予備調査の実施を、2022年2月

にはエクアドルとのFTA交渉開始に関する覚書に

署名したと発表した。既に発効済みのEPA/FTA 

のうち、ASEAN、チリ、シンガポール、ニュー

ジーランドとのEPA/FTA については、アップグレ

ード交渉が完了しており、ペルーとの EPA/FTA に

ついてはアップグレード交渉中、スイスとの 

EPA/FTA については、アップグレードに向けた共同研

究に取り組んでいるところである。なお、台湾との

間では2010年8月に経済協力枠組協定（ECFA）が発

効され、関税・サービス分野のアーリーハーベス

トなどが順次合意し実施されてきたが、2014年か

ら交渉が中断されている。香港・マカオとの間で

は経済・貿易関係緊密化協定（CEPA）を発効済み

であり、2018 年 12 月には香港、マカオとの CEPA物

品貿易協定が締結され、発効した。欧州との間では、

2020年12月30日の中国EU首脳会談後に中国・EU 包括的

投資協定について大筋合意を発表したが、2021年5

月20日、欧州議会で本協定の批准に向けた審議

を停止する決議が賛成多数で可決され、審議が

凍結した。協定発効の見込みは立っていない。 

また、2021年9月に中国、台湾と相次いで寄託国

であるニュージーランドに対して加入要請を通報

している。 

2021年11月には、国境を越えたデータ移管やＡ

Ｉの統治・管理、フィンテック・電子決済、デジ

タルＩＤ、政府データの公共利用など幅広い分野

を対象としたデジタルに特化した貿易協定である

デジタル経済パートナーシップ協定への加入申請

を、寄託国であるニュージーランドに提出した。 

 

（vi） インド 

インドは、ASEAN との FTA を2010 年 1 月に発効させる

とともに、タイとのFTA交渉に先立ち2004 年 9 月から 82 

特定品目についてアーリーハーベストを実施した。 

2020 年に入ってからRCEP交渉会合に不参加となり、

RCEP 協定から離脱したが、最近は二国間のFTA交渉に

積極的な姿勢へ転換。 

また、シンガポール、マレーシアとは包括的経済協

力協定（CECA）が、韓国とは包括的経済連携協定

（CEPA）がそれぞれ発効し、2022年2月にはUAEとの

CEPAが署名された。しかし、スリランカとは、2008 

年 7 月にCEPAの交渉が完了しているものの、署名はま

だ行われていない。 

また、交渉中の国・地域としては、EU、英国、カナダ、

豪州、イスラエル、湾岸協力会議（GCC）、ユーラ

シア経済連合（EAEU）、南部アフリカ関税同盟

（SACU）がある。なお、我が国とは 2007 年 1 月に EPA 

交渉を開始し、2011 年 8 月に発効に至った（3．我が国

における経済連携の取組の項参照）。なお、韓国とは、

2022年1月にCEPAの改定交渉再開が合意されている。 

また、2004 年 1 月に開催された南アジア地域協力連合

（SAARC）首脳会議において、加盟 7 か国が対象となる

南アジア自由貿易圏（SAFTA）枠組み協定に署名し、2006

年 1 月に発効に至った。 

インドはこの他にも、GCC、南部アフリカ関税同

盟（SACU）、BIMSTEC（後述）との間では FTA 枠組み協定、

メルコスール、アフガニスタン、チリとの間では特恵貿

易協定（PTA）を既に締結している。 

 

（vii） 豪州 

豪州は各国・地域との FTA 交渉に積極的に取り組ん

でおり、2022 年 2 月時点で18 の EPA/FTA が発効済み

である。最近では、オーストラリア・シンガポー
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ル・デジタル経済協定が発効した（2021年12

月）。2011 年 5 月に交渉開始に合意したインドとの 

FTA については、2015 年 9 月以降、交渉会合は開か

れていないが、テハン貿易大臣とゴヤル商工大臣

は2021年１２月にオンライン会合を実施し、最

終妥結に先行して関税引き下げを実施する前倒

し措置（アーリーハーベスト）の期間を短縮す

ること、最終合意の早期実現を目指すことに合

意した。2022年3月には前倒し措置の暫定合意が

なされる見込みである。インドネシアとは、2010 

年 11 月に FTA 交渉開始に合意し、2012 年 9 月に 

CEPA 交渉を開始、2019 年 3月には、両政府が署名し

た。2017 年 6 月には、太平洋同盟（メキシコ、コ

ロンビア、ペルー、チリ）との FTA 交渉を開始した。 

EU とは、2018 年 6 月に、FTA 交渉を開始した

が、オーストラリアがフランス製潜水艦の大型

購入契約を破棄したことを受け、2021年10月に

2022年2月まで交渉が再延期された。2020年6月

には英国とのFTA交渉を開始し、2021年12月に署

名した。2021年5月、発効から10年以上が経過し

たAANZFTA（ASEAN・オーストラリア・NZ）につ

いて改定交渉が開始され、2022年内に終了する

予定である。 

 
（viii） ニュージーランド 

ニュージーランドは、2022 年2 月時点で14 の 

CEPA/FTA を発効している。GCC との間では、2009 

年 10 月に FTA 交渉に最終合意し仮署名したまた、

インドとは、2010 年 4 月交渉開始したものの、2015 

年 2 月以降、交渉会合は開催されていない。一方、

2018 年 7 月には、EU と交渉を開始し、2021年7月

までに11回の交渉会合を開いた。また、中国とは、

2008 年に二国間 FTA が署名されたものの、2016 年

より税関手続や電子商を含む、協定の複数の分野に

おける再交渉が開始され、2019 年 11 月、ニュージ

ーランド政府は同再交渉の妥結を公表し,2021年に改

正議定書が発効した。また、豪州と同様に、太平洋

同盟（メキシコ、コロンビア、ペルー、チリ） と 

FTA を交渉している。 

英国とは 2020年6月より交渉を開始しており、

2022年2月に署名した。2021年5月、発効から10

年以上がたったAANZFTA（ASEAN・オーストラリ

ア・NZ）について改定交渉が開始され、2022年

内に終了する予定である。 

 デジタル分野に関し、チリ、NZ、シンガポール

の3か国でのデジタル経済パートナーシップ協定が

2021年11月に発効した。 

 
(iX)  南アジア自由貿易圏（SAFTA） 

2004 年 1 月南アジア地域協力連合（SAARC）首脳会

議が開催され、加盟 7 か国（インド、パキスタン、バ

ングラデシュ、スリランカ、ネパール、ブータン、モ

ルディブ）が対象となる SAFTA 枠組み協定に署名し、

2006 年 1 月に発効している（その後，アフガニスタン

も加盟し，現在計 8 か国が加盟）。2007 年末までに、

一部の例外品目を除き、非 LDC 国（インド、パキスタ

ン、スリランカ）が最高税率を 20％に削減、LDC 国は

同様に 30％まで削減し、インド及びパキスタンは

2012 年末までに 5％以下に引き下げ、スリランカは 

2013 年末までに 5％以下に引き下げた。 

 

（x） ベンガル湾他分野技術経済協力イニシアティ

ブ（BIMSTEC） 

BIMSTEC は、バングラデシュ、インド、ミャンマー、

スリランカ、タイ、ネパール、ブータンの計 7 か国

で構成されている。2004 年 2 月、バングラデシュを

除き、FTA枠組み協定を締結し、同年 6月、バングラ

デシュを含めて再調印した。関税譲許や税関協力、

サービス、投資についてこれまでに 21 回の交渉が行

われており、2018年 11月 18日、19日に行われた 21

回目の交渉では、物品関税にかかる協定・税関協力

等に係る協定・紛争解決にかかる協定について、案

文確定に向けた大きな進展があった。また、同交渉

においては、投資・サービス・貿易円滑化にかかる

協定についても、進展が見られた。 

 

（３）東アジア・アジア太平洋地域の広

域経済連携 

 
本項では、上記で述べてきた経済連携に加え、東ア

ジア・アジア太平洋地域の広域経済連携の動きを関し

て概説する。 

 
①環太平洋パートナーシップ（TPP：Trans-Pacific 

Partnership） 

2005 年、シンガポール、ニュージーランド、チ

リ、ブルネイの 4 か国は、環太平洋戦略的経済連



521 

 総論 経済連携に向けた規律の策定  

 

 

    

携 協 定 （ Trans-Pacific Strategic Economic 

Partnership： P4）に署名した。P4 は、原則として 

2015 年までに 100％の関税を撤廃するという高いレ

ベルの自由化を指向した FTA であり、また、サービ

ス、知的財産制度、協力等の幅広い項目を備えたも

のであった。 

2008 年 3 月、米国は P4 で積み残しとなっていた

投資ルールと金融サービス交渉に参加し、その後 9 

月には交渉対象を全分野に拡大することを表明した。

11 月にペルーにて開催された APEC 閣僚会議の際

には、豪州、ペルーが参加を表明し、続いてベト

ナムも将来における参加を前提としたメンバーと

いう位置づけで関与を表明した。 

その後正式な交渉が開始されないまま 1 年近くが

経過したが、2009 年 11 月、オバマ米大統領が関係

国と連携（engage）していくことを発表、12 月に

は議会に交渉開始を通知した。これを受け、新たな

協定の締結を目指して、2010 年 3 月に P4 の 4 か国に

米国、豪州、ペルー、ベトナムを加えて第 1 回 TPP 

協定交渉会合が豪州にて実施された。2010 年 10 月

の交渉会合からはマレーシアが新規交渉国に加わると

ともに、同年 12 月の交渉会合からはベトナムが正

式に交渉参加国となった。また、交渉参加への関

心を表明していたカナダ及びメキシコについては、

2012 年 10 月に TPP 交渉への参加が正式に認められ

た。 

（日本のTPP 交渉参加以降に関する経緯の詳細は

3.(2) ⑯環太平洋パートナーシップを参照） 

 

②地域的な包括的経済連携（RCEP ：Regional 

Comprehensive Economic Partnership） 

東アジアの経済統合／政治協調を目指す動き

は、1991 年のマレーシアの東アジア経済協力（EAEC）

構想を端緒としている。アジア通貨危機が発生した 

1997 年には第 1 回 ASEAN+3 首脳会議が開催（以後

常設化）され、第 3 回 ASEAN+3 首脳会議において今

後の東アジアにおける協力の基本方針を定めた「東

アジアにおける協力に関する共同声明」が発出され

た。また、2001 年に東アジアビジョングループ

（EAVG）が共同体実現に向けた基本理念や制度化の

方向性について ASEAN+3 首脳会議へ報告し、2002 

年には東アジアスタディーグループ（EASG）が短期

的に実現すべき 17 項目、中長期的に実現すべき 9 項

目の具体的方策について報告したことで東アジア共同体

形成への機運が高まった。EASG 報告は、中長期的に実

現すべき項目として「東アジア自由貿易地域

（EAFTA）」を挙げており、2005 年 4 月、専門家によ

る EAFTA の実現可能性に係る研究会が開始され、2006 

年 7 月、ASEAN+3 による FTA の構築に向け政府間協議を

開始すべきとする報告書をまとめた。同年 8 月の 

ASEAN+3 経済大臣会合でこれを報告したが、政府間協議

を時期尚早とする意見が多く、2007 年 1 月の首脳会議

で専門家による第 2 フェイズ研究の継続が決まった。

同研究は 2007 年 5 月より開始され、2009年 8 月の 

ASEAN+3 経済大臣会合及び同年 10 月の首脳会合で最終

報告されて、民間研究提言の政府間検討の開始に関す

る経済大臣会合の決定を歓迎した。 

これと並行する形で、ASEAN+6 に関する構想も進め

られてきた。2005 年 12 月、前年の ASEAN+3 首脳会議の

合意に基づき、ASEAN+6 を参加国とする「東アジア首

脳会議（EAS）」が初めて開催され、EAS の定期開催や、

EAS がこの地域における共同体形成に「重要な役割

（significant role）」を果たすことなどを確認する

共同宣言が発出された。日本は、2006 年8 月、ASEAN+6 の

経済実態としての結びつきが強まり、ASEAN と日本・中

国・韓国・インド・豪州及びニュージーランドとの

「プラス 1」EPA/FTA の取組が進展したことから、16 か

国での広域経済連携構想「東アジア包括的経済連携

（CEPEA）」の専門家研究を提案した。2007 年 1 月に

はフィリピン・セブ島で第 2 回EAS が開催され、CEPEA 

民間研究の立ち上げが歓迎されたほか、EAS の枠組み

における初めての協力として日本からエネルギー分野

での提案等が行われた。2007 年 11 月にシンガポール

で開催された第 3 回 EAS では、「東アジア・ASEAN 経

済研究センター（ERIA）」の正式設立の合意がなされ

た。 

2009 年 8 月の ASEAN+6 経済大臣会合及び同年 10 月

の第 4 回 EAS において、民間研究の成果を政府間で議

論・検討するとの決定を歓迎し、EAFTA 構想と同時並

行で政府間の議論に移行すべきことが確認された。 

2009 年から貿易円滑化の 4 分野（原産地規則、関税

品目表、税関手続、経済協力）の政府間でのワーキン

グ・グループが設置され、ASEAN 及び対話国との間で、

CEPEA、EAFTA 等の広域的 FTA の実現に向けて、5 つの

ASEAN プラス 1FTA の比較、分析が行われ、報告書がとり

まとめられた。これらの 4 分野の実質的議論が進展した



522 

第 III 部 経済連携協定・投資協定  

 

 

    

ことを受け、2011 年 8 月の ASEAN 経済大臣関連会合

において、我が国と中国は共同で「東アジア自由貿

易地域（EAFTA）及び東アジア包括的経済連携

（CEPEA）構築を加速化させるためのイニシアティ

ブ」として、貿易・投資の自由化に関する 3 つ（物

品、サービス、投資）の作業部会を新たに設立す

ることを提案した。日中による共同提案はこれが

初めてであり、ASEAN 及び対話国（日中韓印豪NZ）

の閣僚により歓迎された。 

同年 11 月の第 6 回東アジア首脳会議においては、

貿易円滑化に関する 4 つの作業部会の最終報告が歓

迎されるとともに、日中共同提案を踏まえ、貿易・

投資の自由化に関する作業部会を設立することが首

脳レベルで合意された。まずは、2012 年の早期に物

品貿易の作業部会が立ち上げられることとなった。ま

た、ASEAN 側から、これまでの EAFTA、CEPEA の取組

を踏まえ、今後の地域的経済統合のあり方の一般原

則を定めた「東アジア地域包括的経済連携」

（RCEP）の枠組みの提案があり、歓迎された。 

その後、2012 年 8 月の ASEAN+FTA パートナーズ経

済大臣会合において、RCEP の「交渉の基本指針及び

目的」をとりまとめ、11 月の首脳会議における交渉

立ち上げを目指すことで合意した。同年 11 月には、

ASEAN 関連首脳会合において、RCEP 交渉の立上げが

宣言された。（RCEP交渉開始後の経緯は 3. (2) ㉑

地域的な包括的経済連携を参照）。 

 
③アジア太平洋経済協力（APEC） 

APEC は、日本と豪州が主導して 1989 年に創設し

たアジア太平洋における地域協力枠組みである。

1994 年にインドネシアのボゴールにて開催された

首脳会議では、先進エコノミーを 2010 年（途上エコ

ノミーは 2020 年）までに自由で開かれた貿易・投

資を達成することを目標として掲げた（ボゴール

目標）。 

2010 年には、我が国は APEC 議長として一連の会

合を主催し、その成果として「緊密な共同体」、

「強い共同体」、「安全な共同体」を目指す「横浜ビ

ジョン」 がまとめられた。その中で、2010 年時点に

おいてボゴール目標の達成に向けた顕著な進展を遂

げたことを報告するとともに、2020 年のボゴール目

標達成に向けて地域経済統合の取組を今後とも推進

していくことが確認された。また、アジア太平洋自

由貿易圏（FTAAP）の実現に向けて具体的な手段をとるこ

ととされ、ASEAN+3、ASEAN+6、及び環太平洋パートナ

ーシップ（TPP）等の現在進行している地域的な取組

などを基礎として更に発展させることにより、包括的

な自由貿易協定として追求していくことに合意した。

FTAAP の実現の過程において、APEC は、FTAAP に含ま

れるべき「次世代型」の貿易・投資の問題を規定・整

理し、対処することに 重要な役割を果たすことにより、

FTAAP の育ての親（インキュベーター）として、貢献

することとされた。 

 

2016 年の閣僚会議・首脳会議では、地域経済統合の推

進、零細・中小企業の近代化等に関する議論が行われた。

地域経済統合の推進については、FTAAP の最終的な実

現に向けたコミットメントを再確認するとともに、

2014 年から開始された「FTAAP の実現に関連する課題

にかかる共同の戦略的研究」を承認し、同研究に係る

提言を「FTAAP に関するリマ宣言」として採択した。 

2017 年の閣僚会議・首脳会議では、ルールに基づいた、

自由で、開かれた、公正で、透明かつ包摂的な多角的貿

易体制への支持や、レベル・プレイング・フィールド

を広げ、市場歪曲措置を是正し、スタンドスティルを 

2020 年まで延長する約束をし、あらゆる「不公正な貿易

慣行」を含む保護主義に対抗すること、WTO の機能改善

に向け協同することへのコミット等が確認された。ま

た、質の高いインフラに関連する「インフラ開発・投資の

ピアレビュー及び能力構築」の進展や「インフラ開

発・投資の質に関するガイドブック」の改定開始が歓

迎された。 

2019 年 APEC 首脳会議はチリの国内情勢を理由に中止

となったが、同年 12 月にシンガポールにおいて最終

高級実務者会合(CSOM)が開催され、主な成果文書と

して 3 つのロードマップ（①女性と包摂的成長のため

のラ・セレナ・ロードマップ、②海洋ゴミロードマッ

プ、③違法・無報告・無規制(IUU)漁業と戦うためのロ

ードマップ）が承認されるとともに、議長チリが「APEC 

ホストエコノミー首脳（注：チリ大統領）による声明」

を発出した。 

2020 年は、新型コロナウイルス感染症のパンデミッ

クを受け、5 月 APEC 議長のマレーシアの主導により

「APEC 貿易担当大臣による新型コロナウイルス感染症

に関する共同声明」を発出した。これは、市場の維持、

緊急的に措置された貿易制限措置は WTO ルールに整合
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的であるべきといった内容を含むものである。7 月

に開催された貿易担当大臣会合では、WTO 改革に向

けた支持、自由で開かれた貿易・投資及びサプラ

イチェーンの強靱化とデジタルソリューションの

重要性及びコロナ危機からの回復について議論が

行われ、「APEC 貿易担当大臣声明」及び附属書と

して「必要不可欠な物品の流れの円滑化に関する

宣言」を発出した。11 月に開催された閣僚会議・

首脳会議では、ポスト・コロナに向けた対応、多

角的貿易体制の維持強化や WTO 改革への支持に関

する議論が行われ、3年ぶりに閣僚声明、首脳宣言

を発出すると共に、ボゴール目標後のAPEC の方向

性を示す文書として、①貿易・投資、②イノベー

ションとデジタル化、③力強く、均衡ある、安全

で、持続可能かつ包摂的な成長を柱とする「APEC 

プトラジャヤ・ビジョン 2040」を採択した。 

2021 年は、ニュージーランドがAPECの議長を務めた。6 

月のAPEC貿易担当大臣会合（テレビ会議）では、パンデミ

ックへの対応に向けて「コロナワクチン・サプライチェー

ンに係る宣言」「必要不可欠な物品の移動を支援するサー

ビスの宣言」を発出した。また、同年 11 月の APEC 閣

僚会議・首脳会議（テレビ会議）では、新型コロ

ナウイルス感染症からの経済回復を加速させるた

めの APEC の連携や、ポスト・コロナ時代の経済成

長のあり方等について議論が行われ、ワクチンの

普及促進、自由で公正な貿易投資投資環境の促進、

FTAAP アジェンダの作業の推進、気候変動への具体

的な行動の必要性、エネルギー強靱性・エネルギ

ー移行の推進等をまとめた首脳声明・閣僚声明を

とりまとめた。また、「APEC プアロア行動計画」が

採択された。 
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３．我が国における経済連携の取組 

 

我が国は現在、主要な貿易相手国を始めとする

幅広い国々と戦略的かつ多角的に経済連携を進め

ている。2022 年 2 月現在、21 の EPA/FTA 等が署名/

発効している。また、CPTPPへの英国加入手続に

係る交渉を進めているほか、日中韓 FTA ・日トルコ・

日コロンビア EPA等のEPA/FTA の交渉を推進中である。 

本節では発効済及び交渉中の日本の経済連携協定

等、我が国の経済連携の取組状況を掲載する。 
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（１）背景 

21 世紀に入り新興・途上国経済が急速に発展し、

世界の名目GDPに占める新興国の比率は、2000年の

20.3％から 2021 年には 40.1％に増大5した。一方、

我が国の相対的地位は趨勢的に低下し、世界の名目 

GDP に占める我が国の GDP の割合は 2021 年には 

5.4％となっている6。また、世界の貿易構造に目を向

けると、我が国を含め東アジアにおいては、域内の

最適な工程間分業により構築された生産ネットワ

ークが構築されている。具体的には、我が国や韓

国、ASEAN において生産された中間財が、中国に

輸出されて組み立てられ、中国から最終財が米国・

EU 等の大市場国に対して輸出されるという貿易動向

が顕著に見られる7。この東アジアでのサプライチ

ェーンの発展にともない、各国は自国に生産拠点

を立地させるため、貿易・投資環境の整備に注力

している。 

貿易・投資環境整備の取組としては、例えば米

国や韓国は、ドーハ・ラウンドの停滞を受けて、

近年、主要貿易国との間で高いレベルの FTA 交渉

を推進しており、署名済／発効済の FTA の相手国

との貿易額が自国の貿易総額に占める割合（いわ

ゆる「FTA 等カバー率」）は米国で約 43.6％、韓

国は約 78.6 ％となっている。我が国にとって WTO

ドーハ開発アジェンダ交渉の妥結を通じた国際貿

易ルールの強化が今後とも重要ではあるが、確実

にEPA等による経済連携も進めている。RCEP発効に

より、我が国の FTA 等カバー率は約 80.4 ％に達

した。8 

2010 年秋に我が国が TPP に対する関心を表明9して

以降、EU との EPA や日中韓 FTA に向けた政府間での協

議、ASEAN+3、ASEAN+6 等の東アジア地域での広域経

済連携の議論が加速した。このように EPA は相互に推

進力となるものであり、引き続き、世界の主要貿易国

との経済連携に向けた取組を、精力的に進めていくこ

とが重要である。日本は、RCEP,CPTPP,日EUEPA等

の発効を通じ、自由で公正な貿易・投資ルールの

構築を主導してきた。  

  
5  IMF World Economic Outlook October 2021 より計算 
6  2011 年版通商白書（P.96） 
7  貿易額データ出典：日本…財務省貿易統計（2020年1-12月：確定値）、中国・韓国・米国・EU…IMF、Direction of Trade Statistics  

（2020年、yearly data） 
8  菅総理（当時）は 2010 年 10 月に第 176 回国会所信表明演説において「環太平洋パートナーシップ協定交渉等への参加を検討し、アジア太平洋自由貿

易圏の構築を目指します。」と表明。 

こうしたハイレベルのルールについて、アジア太平洋

地域での実効性を確保するとともに、域外への拡大を模

索することが求められる。  
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（２）我が国の署名・発効済み

EPA/FTA等について  

 

我が国は、2022 年 2 月現在、21の EPA/FTA 等を署

名済みであり、そのうち20が発効済である。これらの

国や地域との間では、我が国企業は輸出入の際に通常

よりも低い関税率（EPA 税率）を適用する事ができる。

また、サービス業を行う際の規制を緩和・撤廃、投資

環境の整備、ビジネス環境の整備に係る協議の場の設

置等を通じ、貿易・投資相手国におけるビジネス環境

が改善する。カバーされている分野は協定ごとに異な

り、署名・発効済みの協定が扱っている分野は上記の

とおり整理できる（分野の整理は本報告書第Ⅲ部の章

立てに従った。なお、規定の詳細に関しては本報告書

第Ⅲ部第 1 章以降該当箇所を参照のこと）。 

日本の EPA/FTA の歴史は日シンガポール EPA に遡

る。2002 年の 11 月の発効後、他の ASEAN 諸国に対

し日本との EPA/FTA 締結への関心が喚起された。2005 

年 4 月には日メキシコ EPA が発効、2008 年には日本

にとって初の広域EPA となる、日・ASEAN 包括的経済

連携（AJCEP） 協定が発効した。その後もさらに 11 

の EPA 等が発効している。以下、署名済・発効済 EPA 

等について概説する。 

 

①日シンガポール EPA 

2002 年 1 月 13 日に署名し、同年 11 月 30 日に

発効した。本協定は、我が国最初の経済連携協定とし

て、貿易・投資の自由化・円滑化や経済制度の調和に

より、域内貿易・投資を拡大し、ペーパーレス貿易や

相互承認等の分野で制度の調和を図るとともに、情報

通信技術（ICT）や貿易・投資の促進分野で二国間協

力を充実させるものである。なお、2006 年 4 月に開

始された協定見直し交渉が 2007 年 3 月に議定書署

名、同年 9 月に発効に至り、更なる自由化が図られ

ている。シンガポール側は改正前に引き続き貿易額の 

100％の関税が撤廃され、日本側は改正により貿易額

の約 95％の関税が撤廃された（10 年以内の自由化

率）。 

 

②日メキシコ EPA 

2002 年 11 月より交渉を開始し、2005 年 4 月 1 日

に発効した。本協定により、これまでメキシコへの輸

出品に付加されていた平均関税率（2001年時点で約 

16％）の大部分を含む、我が国からメキシコへの輸出

額の約 98％が協定発効後 10 年以内に撤廃される。我

が国のメキシコからの市場アクセスについては、メキ

シコからの輸入額の約 87％が協定発効後 10 年以内に

撤廃された。また、投資・サービス、政府調達等の分

野で、我が国はメキシコにおいて欧米等諸国と同等の

競争環境を得ることが可能となった。なお、2009 年

に 4 月に協定見直し交渉が開始され、2012 年 4 月に

発効した。これにより、市場アクセスが更に改善し、

認定輸出者による原産地申告制度等が導入された。 

 

③日マレーシア EPA 

2004 年 1 月より交渉を開始し、2006 年 7 月に発

効した。 

マレーシアには多くの日系企業が現地進出しており、

両国の経済的結びつきは深い。したがって、このよう

 シンガポー

ル 
メキシ

コ 
マレーシ

ア 
チリ タイ 

インドネシ

ア 

ブルネ

イ 
AJCEP 

フィリピ

ン 
スイス 

ベトナ

ム 
インド ペルー 豪州 

モンゴ

ル 
CPTPP EU 英国 RCEP 

関税 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

原産地規則 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

AD、相殺措置 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

セーフガード 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

貿易の技術的障

害 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

サービス貿易 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

自然人の移動 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

知的財産 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

投資 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

競争 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

政府調達 〇 〇 ー 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

貿易円滑化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

エネルギー - - - - - 〇 〇 - - - - - - 〇 - - - - - 

労働 - - - - - - - - - - - - - - - 〇 〇 〇 - 

環境 - - - - - - - - - - - - - - - 〇 〇 〇 - 

電子商取引 - - - - - - - - - 〇 - - - 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

国家間における

紛争解決 
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

ビジネス環境整
備 － 〇 〇 〇 〇 〇 〇 － 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 - - - 
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な両国間での経済連携協定の実現は、部品調達、販売

の円滑化を促し、両国間の貿易投資を一層拡大させる

効果がある。物品、原産地、サービス、投資、貿易の

技術的障害に関する協定（TBT）、協力分野などにお

ける小委員会も開催されており、EPA の執行が進んで

いる。物品分野では、協定発効後 10 年かけて、我が

国からマレーシアへの輸出額の約 99％、我が国のマ

レーシアからの輸入額の約 94％が無税となった。 

 

④日チリ EPA 

2006 年より交渉を開始し、2007 年 9 月に発効した。

チリは、我が国と同様に貿易立国として開放的な経済

政策を積極的に推進しており、また、我が国にとって

銅をはじめとする鉱物資源の重要な供給国でもある。

チリは、米国、カナダ、EU、EFTA、韓国、中国等、当

時既に約 50 か国との間で FTA を締結しており、我が

国としては、FTA 締結済みの他国に劣後しない日系企

業活動環境の確保が重要であった。本協定の締結によ

り、日本企業による対チリ貿易・投資環境が改善し、

日本から南米地域への経済進出拠点が強化された。物

品分野では、協定発効後10年以内に、我が国の対チリ

輸出額の 99％以上が無税に、我が国のチリからの輸

入額の約 91％が無税となることとなった。 

以後、両国の関税コード（HS コード）の適合化、

特定品目の市場アクセス改善、両国の経済連携に関す

る方針の意見交換等を目的として、日・チリ EPA 委

員会及び物品の貿易に関する小委員会が開催されてお

り、2017 年 10 月に日・チリ EPA 第 4 回委員会が開

催された。 

 

⑤日タイ EPA 

2004 年 2 月より交渉を開始、2007 年 11 月に発効

した。 

本協定の締結により、タイは自動車の一部を除くほ

とんどの鉱工業品の関税を撤廃し、我が国は、多くの

農産品を含む包括的な関税撤廃削減を行った結果、協

定発効後 10 年以内に、我が国からタイへの輸出額の

約 97％、我が国へのタイからの輸入額の約 92％が無

税となることとなった。タイは、ASEAN 内では最大級

の貿易相手国であるが、日本からの輸出品のほとんど

が有税かつ高関税であったため、本協定の発効による

関税撤廃のメリットは大きい。また、タイにとって日

本は第 1 位の投資国であり、多くの日本企業が進出

しており（2020 年 1 月現在、日本商工会議所加盟数

が 1763 社と ASEAN で最大級）ASEAN における日本企

業の中核的な生産拠点であるため、本協定による製造

業関連の投資・サービスの規制を強化しない約束及び

緩和の約束もメリットがある。加えて、これら現地進

出日本企業が抱えるビジネス上の諸問題を解決するた

め「ビジネス環境の向上に関する小委員会」を設置し、

2017 年までに 7 回開催しており成果が出始めている。

このほか我が国は、自動車や鉄鋼等の産業協力、農業

協力等を実施している。 

また、事業者への利便性向上を図るため、2022

年1月1日には改正された附属書Ⅱ及び運用上の手

続規則が発効し、これまでHS2002に基づいていた

品目別規則（PSR）がHS2017に基づくものに変更さ

れ、さらに日本商工会議所が発給する原産地証明

書が紙原本での発給からPDFファイルでの発給に変

更された。 

 

⑥日インドネシア EPA 

2005 年 7 月より交渉を開始、2008 年 7 月に発効

した。 

本協定により、協定発効後 10 年以内に、我が

国からインドネシアへの輸出額の約 90％（鉄鋼の

特定用途免税を含めると実質 96％前後）、我が国

へのインドネシアからの輸入額の約 93％が無税と

なった。関税の削減・撤廃に加えて、既存の法制度

の整合性や各制度の合理的な運用・透明性の確保、投

資環境の改善等の効果がある。また、インドネシアは、

天然ガス、石油など豊富な地下資源を有しており、本

協定にはエネルギー・鉱物資源章が設置されているの

が特徴である。なお、本協定に基づき、2008 年 8 月

からインドネシア人看護師候補者及び介護福祉士候補

者を受入れている（入国者数等の詳細は第 3 章「人

の移動」に記載）。 

 

⑦日ブルネイ EPA 

2006 年 6 月より交渉を開始し、2008 年 7 月末に

発効した。 

ブルネイは、天然ガスなど、我が国にとって重要な 

エネルギー供給国のひとつである。日ブルネイ EPA 

では我が国初の独立したエネルギー章が設置されてい

る。同章にはエネルギー分野において規制措置をとる

際の既存の契約関係への十分な配慮、及び相手国への
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通報・協議の実施、環境への配慮、協力、二国間の協

議メカニズムを規定し、エネルギー分野において安定

的で両国の利益となるような関係の維持・強化に資す

る内容となっている。なお、物品分野では、協定発効

後 10 年以内に、我が国、ブルネイともに相手国から

の輸入額の 99％以上が無税となった。 

 

⑧日・ASEAN 包括的経済連携（AJCEP）協定 

ASEAN 全体との EPA である日・ASEAN 包括的経済連

携（AJCEP）協定は、2004 年 11 月の首脳間での合意

に基づき 2005 年 4 月より交渉を開始、2008 年以降

順次発効しており、現在はすべての参加国との間で発

効している。サービス・投資章については 2010 年 10 

月より交渉が行われ、3 年にわたる交渉を経てルール

部分について実質合意に至り、2013 年 12 月の日 

ASEAN 特別首脳会議において同成果は各国首脳に歓迎

された後、残された技術的論点の調整を行った。 

2017 年 11 月の日 ASEAN 経済大臣会合において、

AJCEP 協定のサービス貿易・投資に係る改正議定書に

ついて、閣僚レベルの交渉終結に合意した。2020 年 

2 月から 4 月に持ち回りで署名を行い、2020 年 8 月

に、既に国内手続が完了していた日本、ラオス、ミャ

ンマー、シンガポール、タイ及びベトナムの間で発効

し、次いで 10 月にブルネイが発効した。2021年に入

りカンボジア、フィリピン、マレーシアでも発効

し、2022年2月の1日にはインドネシアでの発効を

受けて、全加盟国で改正議定書が発効した。本改

正議定書は、カンボジア、ラオス及びミャンマーとの

関係で、サービスの貿易及び人の移動に係る初めての

経済連携協定（EPA）となるほか、これまでのASEAN各

国との二国間EPA等にはない規定や自由化約束が含ま

れている。 

AJCEP 協定は、日本とASEAN を1つのエリアとして、

人口 7.9 億人、エリア内の名目GDP8 兆 5百億ドル

（2020 年）の自由な経済圏を構築するものであり、

ASEAN は依然として我が国との貿易・投資関係が東ア

ジアで最も深く、重要な地域である。更なる経済関係

の深化の観点、また、既存投資により蓄積された 

ASEAN の資産を有効活用する観点から、非常に重要な

意義がある。更に、AJCEP 協定は我が国と ASEAN 各国

との二国間 EPA とは法的な優先関係が存在しない全

く別個の協定であり、日本とASEAN 各国との二国間 

EPA では対応が不十分な、日・ASEAN ワイドで行われ

ている経済活動の実態により即した形での産業競争力

強化に資する。物品分野では、我が国からASEANへの

輸出総額の約 91％、我が国への ASESAN からの輸入総

額の約 93%が、協定発効後 10 年以内に無税化される。

また、AJCEP では、日 ASEAN 間での原産地の累積規定

を設けており、例えば、ASEAN の A 国から輸入された

部品（原産材料）を用いて日本で製造される製品を別

の ASEAN の B 国に輸出する場合において、二国間の 

EPA では原産地規則を満たせないケースでも、AJCEP 

では日本と A 国の双方の原産性を考慮することがで

きるので、原産地規則を満たしやすくなる。日本と 

ASEAN 域内とで複雑な生産ネットワークをもつ日本企

業にとって AJCEP 協定は非常に重要であり、また、

改正議定書により投資、サービス分野でもASEANと我

が国の経済関係がこれまで以上に緊密になっていく。 

 

⑨日フィリピン EPA 

2004 年 2 月より交渉を開始、2008 年 12 月に発効

した。フィリピンにとっては初の二国間 EPA である

本協定は、両国間の物品、ヒト、サービス、資本の自

由な移動並びに知的財産、競争政策、ビジネス環境整

備等の制度の調和・明確化を促進し、双方の経済活動

を発展させるとともに、知的財産、競争政策、ビジネ

ス環境整備、更には人材養成、貿易投資、情報通信技

術、中小企業等の分野で二国間協力を充実させる等、

二国間における包括的経済連携を推進することを目的

としている。物品分野では、協定発効後 10年 以内に、

我が国からフィリピンへの輸出額の約 97％、我が国

のフィリピンからの輸入額の約 92％が無税となった。

また、本協定により、2009 年 5 月から、フィリピン

人の看護師候補者及び介護福祉士候補者を受入れてい

る（入国者数等の詳細は第 3 章「人の移動」に記

載）。 

 

⑩日スイス EPA 

2007 年 1 月に交渉開始を決定し、2009 年 9 月に

発効した。日スイス EPA は我が国にとって欧米先進

国との初の EPA であり、物品貿易における質の高い

自由化を実現した。物品分野において、協定発効後 

10年 以内に、スイスの我が国からの輸入については、

主要鉱工業品の関税即時撤廃を含む輸入額の約 99％

の無税化、我が国のスイスからの輸入については、輸

入額の約99％の無税化が達成された。我が国の EPA 
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では初めて原産地証明制度に関して認定輸出者による

自己証明制度を導入するとともに、電子商取引章の設

置を実現している。その他、投資、サービス、知的財

産に関しても高いレベルの成果を得ている。 

 

⑪日ベトナム EPA 

2007 年 1 月より交渉を開始し、2009 年 10 月に発

効した。ベトナムにとっては初の二国間 EPA となる。 

EPA 交渉の開始前より、自動車・電子電気関連の製

造業をはじめとした日本企業によるベトナムへの投資

は増加していたものの、部品・素材等の高い関税率、

裾野産業が未発達であること等が課題となっていた。

本協定の締結により、ベトナムは、物品貿易分野にお

いて、現地製造業が生産に必要とする部品・素材を中

心とした関税削減及び撤廃を行い、中国 ASEAN FTA、

韓国 ASEAN FTA では譲許していない高い水準の自由化

を約束した。他方、日本は鉱工業品分野でほぼすべて

の品目で関税を撤廃し、農水産品分野についても市場

アクセスを改善した。その結果、日本からベトナムへ

の輸出額の約 88％、日本へのベトナムからの輸入額

の約 95％が発効後 10 年間で無税になった。人の移動

分野では、ベトナム人IT 技術者の移動を促進するた

め、現行の入管制度の範囲内で IT 技術者に関する約

束をしたほか、看護師・介護福祉士については、将来

的な受入れの可能性に関する協定発効後の協議の結果、

2011 年 10 月の日ベトナム首脳会談において受入に係

る覚書に署名が行われ、2012 年 6 月に発効した。ま

た、協定において、裾野産業育成の協力等を行うこと

も規定されている。 

 

⑫日インド EPA 

2007 年 1 月に交渉を開始し、2011 年 8 月 1 日に

発効した。 

インドは我が国からの輸出品の殆どに対して高関税

を課していたことから、関税撤廃により、我が国進出

企業の自由な調達活動が可能となった。投資・サービ

ス分野では、自由で透明かつ安定したルールを策定し、

事業環境を整備することが可能となった。インドへの

輸出における主要品目とその関税率（2011 年時） は、

自動車部品（10％）、鉄鋼製品（5％）、織機（7.5％）

などであったが、交渉の結果、自動車部品は、発効後

10 年、鉄鋼製品は 5 年、織機は 10 年で撤廃となっ

た。全体としては、協定発効後 10 年以内に、インド

は我が国からの輸入の約 90％、我が国はインドから

の輸入の約 97％を協定発効後 10 年間で無税にするこ

ととなった。 

 

⑬日ペルーEPA 

2009 年 4 月に開催された日ペルー首脳会談にて、

日ペルーEPA 交渉開始が合意され、2009 年 5 月に交

渉開始し、2012 年 3 月に発効した。ペルーへの輸出

における主要な有税品目及び 2010 年時点の関税率は、

自動車（9％）、バイク（9％）、テレビ（9％）など

であったが、交渉の結果、自動車については即時～発

効後 10年で関税撤廃、バイクについては発効後 9 年

で撤廃、テレビは即時撤廃となり、協定発効後 10 年

間で我が国、ペルーともに、相手国からの輸入額の 

99％以上について関税が撤廃されることとなった。 

 

⑭日豪 EPA 

2007 年 4 月より交渉を開始し、2015 年 1 月に発

効した。 

豪州は我が国にとってこれまでに締結した二国間

EPA のパートナーとしては 2 番目の貿易相手国・地域

である。我が国から豪州への輸出額の 3 割未満であ

った無税品目の割合が、本協定発効時に直ちに 8 割

を超える水準になり、残りも発効後 8 年目までには

ほぼ全てが関税撤廃され、我が国から豪州への輸出額

の 99 ％以上の関税が協定発効後 10 年間で撤廃され

る。特に、我が国からの輸出の約半分を占める自動車

分野（MFN 税率 5％）では、豪州への完成車輸出額の

約 75 ％が即時に関税撤廃され、残る完成車も、発効

後 3 年目（2016 年 4 月）には関税が全て撤廃され

る。なお、我が国の豪州からの輸入については、協定

発効後 10 年間で輸入額の約 94％の関税が撤廃され

る。 

関税以外でも、天然ガス・石炭など資源・エネルギ

ーの安定供給確保、投資・サービスの自由化、電子商

取引・政府調達のルール整備、知的財産の保護など、

幅広い分野で高い水準の合意を実現している。 

 

⑮日モンゴル EPA 

2012 年 3 月に交渉を開始、2014 年 7 月に大筋合

意に至り、2015 年 2 月に署名、2016 年 6 月に発効

した。豊富な天然資源に恵まれるモンゴルと我が国の
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関係は極めて緊密かつ重要であり、本協定は、今後の

両国間の貿易・投資を促進するための重要な枠組みで

ある。また日モンゴル EPA はモンゴルにとって初め

てのEPA/FTA となり、2010 年 11 月の日本・モンゴル

共同声明に掲げる「戦略的パートナーシップ」を一層

強化するための重要なステップとなった。物品分野で

は、モンゴルは我が国からの輸入額の約 96 ％、我が

国はモンゴルからの輸入額の 100 ％を協定発効後 10 

年間で無税とすることとした。 

 

⑯環太平洋パートナーシップ（TPP）（署名済） 

我が国は、2010 年 11 月 9 日に「包括的経済連携

に関する基本方針」（以下「基本方針」）を閣議決定

し、12 月から関係国と情報収集等のための協議を開

始した。その後、2011 年 11 月の総理の会見におい

て、「TPP 交渉参加に向けて関係国との協議に入る」

旨が表明され、翌 2012 年 1 月から TPP 交渉参加国

と個別に交渉参加に向けた協議を開始した。 

2013 年 3 月 15 日には安倍総理が記者会見を行い、

我が国として TPP 交渉に参加することを表明した。 

同年 4 月に TPP 参加国の閣僚会議で日本の交渉参

加が 11 か国から承認され、7 月 24 日に、日本はマ

レーシアで開催中の第 18 回交渉会合の途中から交渉

に正式に参加した。その後の交渉を経て、2015 年 10 

月に米国アトランタで大筋合意に至り、2016 年 2 月 

4 日に署名がなされた。 

日本国内においては、TPP 協定及び関連法案は、 

2016 年 3 月 8 日に国会に提出され、 2016 年 12 月 

9 日に TPP 協定が国会で承認されるとともに、関連法

案が可決・成立した。その後、2017 年 1 月 20 日、

協定の寄託国であるニュージーランドに対し、TPP 協

定原署名国 12 か国の中で最も早く国内手続完了の通

報を行った。10 

 

⑰環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先 

進的な協定（CPTPP）（発効済） 

2017 年 1 月に、米国トランプ大統領は前述の TPP 

から離脱することを参加各国に通知した。その後、3 

月には 11 か国がチリに集まり、閣僚会合を行った。

閣僚会合では、①TPP の戦略的・経済的意義を再確認

したこと、②5 月の APEC 貿易大臣会合の機会を利用

 
10  なお、米国は、2017 年 1 月 30 日に、TPP 協定の締約国になる意図がないことを通知する書簡を協定の寄託国であるニュージーランド及び 

TPP 加盟国各国に対して発出した。 

して閣僚が再び会合を行う準備をするために、政府高

官による会合を行い協議すること等を盛り込んだ共同

声明を発出した。 

共同声明を踏まえて事務レベルでの交渉を行った後

に、5 月の APEC 貿易大臣会合の機会にベトナム・ハ

ノイにおいて、TPP 閣僚会合が開催された。閣僚会合

では、①早期実現に向けた選択肢を検討すること、②

そのために、米国の参加を促進する方策も含めた今後

の選択肢の検討を政府高官に指示すること、③選択肢

の検討は 11 月の APEC 首脳会合までに終了させるこ

と等が盛り込まれた共同声明が発出された。 

11 月にはベトナム・ダナンにおいて TPP 閣僚会合

が開催された。9 日の閣僚会合において、新協定の条

文、凍結リスト等を含む合意パッケージに全閣僚が合

意（大筋合意）し、翌 10 日の閣僚会合で、閣僚合意

内容を確認、閣僚声明を作成した。閣僚声明には①11 

か国による TPP（以下 CPTPP）について合意に達した

こと、②CPTPP が、TPP の高い水準、全体的なバラン

スを維持していること等が盛り込まれた。 

翌 2018 年 1 月には、東京で首席交渉官会合が開か

れ、CPTPP の協定文が最終的に確定するとともに、チ

リにおいて署名式を行うことで各国が合意した。 

2018年 3 月、チリ・サンティアゴにおいて CPTPP 

協定の署名が実現した。その後、6 月にメキシコが寄

託国であるニュージーランドに対して通報を行った。

続く7 月に日本、シンガポール、10 月にニュージー

ランド、カナダ、オーストラリアがそれぞれニュージ

ーランドへの通報を完了させたことで、協定に定める

発効に必要な 6 か国の国内手続が完了した。ベトナ

ムも 同年11 月に国内手続を完了した旨、ニュージー

ランドへ通報した。 

2018 年 12 月、CPTPP はメキシコ・日本・シンガポ

ール・ニュージーランド・カナダ・オーストラリアの 

6 か国間で発効し、2019 年 1 月にはベトナムを加え

た 7 か国間で効力を生じている。なお、関税撤廃率

（品目数ベース）は、日本側約 95％、相手国側約 99 

～ 100％となった（カナダ、メキシコ、ペルーは 

99％、それ以外の相手国は 100％の関税撤廃率）。 

2019 年 １月には東京で第 1 回 TPP 委員会が開催

され、今後の新規参加に関する手続について議論、方

針が決定された。 
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2019 年 10 月には、ニュージーランド・オークラン

ドにて、第 2 回 TPP 委員会と一連の小委員会が開催

された。委員会では、①TPP 委員会の手続規則、②紛

争処理のパネル議長登録簿に関する決定文書を採択す

るとともに、分野別に設置されている物品貿易・

SPS・中小企業・競争力及びビジネス円滑化等の 12 

の小委員会等の会合が開催され、各国専門家間で議論

がなされた。 

2020 年 8 月には、テレビ会議形式で、第 3 回 TPP 

委員会が開催された。委員会では、コロナ危機からの

経済回復が議論の焦点となる中で、CPTPP を通じた自

由貿易の推進が重要であることについて確認するとと

もに、特にサプライチェーンの強靭化やデジタル化に

向けたCPTPP 協定の活用に関する意見交換を行った。

また、委員会前には、物品貿易、SPS、TBTなど15 の

小委員会等が順次開催され、各国専門家の間で議論が

なされた。 

2021 年 2 月、英国が寄託国であるニュージーラン

ドに対して加入要請を通報した。我が国は、2021年の 

TPP 委員会の議長国として、ハイスタンダードかつバ

ランスの取れた CPTPP の進化及び拡大に向けて議論

をリードしていく旨表明した。 

2021年6月、テレビ会議形式で第4回TPP委員会を

開催し、英国の加入手続の開始及び英国の加入に

関する作業部会（議長：日本、副議長：豪州及び

シンガポール）の設置を決定した。 

2021年7月、ペルーが寄託国であるニュージーラ

ンドに対し、国内手続を完了した旨を通報し、9月

に8番目の締約国として発効した。 

2021年9月、テレビ会議形式で第5回TPP委員会を

開催し、電子商取引商委員会の設置を決定した。

2021年9月に中国、台湾が、12月にエクアドルが、

寄託国であるニュージーランドに対して加入要請

を通報した。我が国としては、加入に関心を持つ

エコノミーが本協定の全ての義務を遵守できるの

かどうか、しっかり見極め、戦略的観点も踏まえ

て他のCPTPP参加国とも議論して対応する旨表明し

ている。 

2021年9月以降、第1回英国加入作業部会が開催

され、英国から本協定の義務の遵守について説明

を聴取した。2022 年 2 月、第1回英国加入作業部

会が終了し、日本が加入作業部会議長として英国

に対し、市場アクセスのオファー等を加入作業部

会に提出するよう伝達した。 

 

⑱日 EU・EPA 

日本と EU は、世界の人口の約 1 割、貿易額の約 4 

割、GDP の約 3 割を占める重要な経済的パートナーで

あり、日 EU・EPA は、日 EU 間の貿易投資を拡大し、

我が国の経済成長をもたらすとともに、世界の貿易・

投資のルール作りに寄与するものといえる。 

2013 年3 月に行われた日EU 首脳電話会談において、

日 EU・EPA 及び戦略パートナーシップ協定（SPA）の

交渉開始に合意した。交渉において、日本側はＥＵ側

の鉱工業品等の高関税の撤廃（例：乗用車 10％、電

子機器最大 14％）や日本企業が欧州で直面する規制

上の問題の改善等を要望。他方、ＥＵ側は、農産品等

の市場アクセスの改善、非関税措置（自動車、化学品、

電子機器、食品安全、加工食品、医療機器、医薬品等

の分野）への対応、地理的表示（ＧＩ）の保護、政府

調達、持続可能な開発等を要望した。 

2017 年 4 月までに計 18 回の交渉会合が開催され

た後、同年 7 月に大枠合意、同年 12 月には、安倍内

閣総理大臣とユンカー欧州委員会委員長が電話会談を

実施し、交渉妥結に達したことを確認した。その後、

2018 年 7 月に署名、同年 12 月に日 EU 双方は本協

定発効のための国内手続を完了した旨を相互に通告し、

2019 年 2 月に発効した。関税撤廃率は日本側約 94％、

EU 側約 99％（いずれも品目数ベース）となった。な

お、投資保護規律及び投資紛争解決手続については別

途協議を継続している。 

2021年2月、本協定の下で、茂木外務大臣、ドムブ

ロウスキス欧州委員会上級副委員長兼貿易担当欧州委

員を共同議長として、第2回合同委員会がテレビ会議

形式で開催され、新型コロナウイルス感染症対策、環

境分野、デジタル分野、WTO改革等における今後の日

EU間協力について意見交換が行われた。加えて、デー

タの自由な流通に関する規定を日EU・EPAに含める必

要性を再評価すべく、予備的協議を行うことで一致し

た。それ以降、事務レベルにおいても12分野の専門委

員会・作業部会が設置、開催されている。 

 

⑲日米貿易協定及び日米デジタル貿易協定 

＜日米貿易協定の成立経緯＞ 

2018 年 9 月の日米首脳会談における日米共同声明

において、我が国と米国との間で貿易協定の締結に向
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けた交渉を開始することについて一致したことを受け、

2019 年 4 月から両国間で交渉を行った。その結果、

2019 年 9 月の日米首脳会談における日米共同声明に

おいて、協定が誠実に履行されている間は協定の精神

に反する行動を取らないこと等を確認するとともに協

定案文について最終合意を確認した。これを受け、同

年 10 月にこの協定の署名が行われた。 

 

＜日米貿易協定の概要＞ 

世界の GDP の約 3 割（25.5 兆ドル）を占める、日

米両国（人口約 4.5 億人）の物品貿易に関する協定。

関税撤廃率は、日本側が 84％、米国側が 92％（2018 

年の貿易額ベース）。 

・工業品関連合意の概要米国側： 

（１）自動車・自動車部品：自動車・自動車部品に

ついては、米国附属書に「関税の撤廃に関して更に交

渉」と明記（自動車・自動車部品に係る具体的な関税

撤廃期間や原産地規則は 本協定で規定せず。）。 

※通商拡大法 232 条の扱いについては、「両国は、

両協定の誠実な履行がなされている間、両協定及び本

共同声明の精神に反する行動を取らない」旨を日米首

脳共同声明で確認。数量制限、輸出自主規制等の措置

を課すことはない旨は閣僚間で確認。 

（２）その他の工業品：日本企業の輸出関心が高く

貿易量も多い品目を中心に、工業品（産業機械、化学

品、鉄鋼製品等）の関税を撤廃、削減。 

日本側： 

有税工業品は譲許せず。 

 

・農林水産品関連合意の概要米国側： 

米国向けの牛肉について、現行の日本枠 200ｔと複

数国枠を合体。「複数国枠」65,005ｔへのアクセスを

確保。また、日本からの輸出関心が高い米国農産品 

42 品目の関税撤廃・削減（醤油、ながいも、柿、メ

ロン、切り花、盆栽等）。 

日本側： 

農林水産品に係る日本側の関税について、TPP の範

囲内に抑制。具体的には、コメは除外。TPP において

TPP ワイドの関税割当枠数量が設定されている33 品

目（脱脂粉乳・バター等）について、新たな米国枠は

設けない。上記以外にも、輸入実績がない品目のほか、

全ての林産品・水産品など幅広い品目について、譲許

せず。それ以外の譲許品目は、TPP と同内容。発効時

から、TPP11 締約国と 同じ税率を適用。 

＜日米デジタル貿易協定の成立経緯＞ 

2018 年 9 月の日米首脳会談における日米共同声明

を踏まえ、我が国及び米国は、2019 年 4 月に行われ

た第1 回閣僚協議において、デジタル貿易協定の締結

に向けた交渉を開始することについて一致した。これ

を受け、両国間で交渉を行った結果、協定案文につい

て最終的合意をみるに至ったので、2019 年 10 月にこ

の協定の署名が行われた。 

 

＜日米デジタル貿易協定の概要＞ 

日本と米国との間で、円滑で信頼性の高い自由なデ

ジタル貿易を促進するための法的基盤を確立するとと

もに、デジタル貿易の分野に関するハイレベルなルー

ルを示すもの。 

具体的には、データフリーフローの原則・ローカラ

イゼーション要求の禁止・ソースコード及びアルゴリ

ズム開示要求の禁止・特定暗号の強制的使用及び暗号

開示要求の禁止等が規定されている。 

 

⑳日英EPA 

英国の EU 離脱に伴う移行期間が 2020 年 12 月 末

に終了し、2021 年から日EU・EPAが英国に適用されな

くなることを踏まえ、我が国は日本企業のビジネス継

続性を確保することを目的として2020 年 6 月に日英 

EPA 交渉を開始し、英国との日EU・EPA に代わる新た

な貿易・投資の枠組みの構築を目指した。 

新型コロナウイルス感染症の影響により交渉の大半

をオンライン会議にて実施し、同年 9 月に大筋合意、

同年 10 月には、茂木外務大臣とトラス国際貿易大臣

により署名が行われた。その後両国議会での承認を終

え、翌 2021 年 1 月に発効した。英国にとって日英 

EPA は EU 離脱後、主要先進国の中で初めて新規に締

結された EPA となった。 

日英 EPA では日 EU・EPA の高い水準の関税撤廃率

（日本側約 94％、EU 側約 99％（いずれも品目数ベー

ス））を維持しつつ、鉄道車両・自動車部品等の一部

品目において英国市場へのアクセスを改善したほか、

ルール面においても電子商取引・金融サービス等の一

部の分野でより先進的かつハイレベルなルールを規定

した。 

 

㉑地域的な包括的経済連携（RCEP） 
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地域的な包括的経済連携（RCEP）については、2012 

年  8 月の ASEAN+パートナーズ経済大臣会合におい

て、ASEAN と日本、中国、韓国、インド、豪州、ニュ

ージーランドの 16 ヶ国で「RCEP 交渉の基本指針及び

目的」をとりまとめ、11 月の首脳会議における交渉

立ち上げを目指すことで合意し、同年 11 月の ASEAN 

関連首脳会合において RCEP 交渉の立上げが宣言され

た。以来、3回の首脳会議、19 回の閣僚会合及び31回

の交渉会合を経て、2020 年 11 月の第 4 回 RCEP 首

脳会議の機会にインド以外の 15 カ国により署名に至

った。 

インドは、交渉開始当初からの参加国であったが、

2020 年に入ってからRCEP交渉会合に不参加となり、

RCEP 協定への署名にも参加しなかった。しかしなが

ら、RCEP 協定署名の際、RCEP協定署名国は、RCEP協定

がインドに対して開かれていることを明確化する「イ

ンドの RCEP への参加に係る閣僚宣言」を発出し、イ

ンドの将来的な加入円滑化や関連会合へのオブザーバ

ー参加容認等を定めた。 

2022年1月、RCEPは日本、オーストラリア、ブル

ネイ、カンボジア、中国、ラオス、ニュージーラ

ンド、シンガポール、タイ、ベトナムの 10カ国間

で発効し、2022 年2月には韓国についても発効し

ている。また、2022年3月にはマレーシアについて

も発効する。 

RCEP は世界のGDP、貿易総額及び人口の約3割、我

が国の貿易総額のうち約5割を占める地域の経済連携

協定であり、地域の貿易・投資の促進及びサプライチ

ェーンの効率化に向けて、市場アクセスを改善し、発

展段階や精度の異なる多様な国々の間で知的財産、電

子章取引等の幅広い分野のルールを整備するものであ

る。関税撤廃率はRCEP協定参加国全体で 91％（品目

数ベース）となった。 

また、運用方法に関して、日本が締結している

多くのEPAでは原産地証明書が紙原本で発給されて

いるが、RCEPにおいては、発効時から日本で発給

する原産地証明書は原則PDFファイルで発給するな

ど利便性向上に向けた対策を講じている。 

 

（３）我が国が交渉中のEPA/FTAにつ

いて 
 

本項では、我が国が交渉中の EPA/FTA について概説

する。現在、日本は 日中韓 FTA に加え、トルコ、コ

ロンビアの 2 か国とも交渉中である（日カナダ EPA、

日韓EPA の交渉は 2022 年 2 月時点で交渉中断中、日

GCC・FTA 交渉も 2009 年以降交渉が中断されている）。

以下、これらの背景とともに、現在行われている交渉

をそれぞれ概説する。 

 

①日中韓 FTA（交渉中） 

今後さらなる成長が見込まれるアジア太平洋地域の

中で、我が国にとって中国及び韓国の経済は極めて重

要な地位を占めている。日本との貿易を見ると、中国

及び韓国はそれぞれ我が国の輸出入の 21.3％、5.3％

を占めており、我が国にとって第 1 位、第 3 位の貿

易相手国となっている（2019 年、財務省貿易統計に

よる）。 

2003 年から日中韓FTA に関する民間共同研究が行わ

れ、2009 年には共同研究の成果も踏まえ、日中韓サ

ミット、日中韓経済貿易大臣会合において、日中韓 

FTA 産学官共同研究を実施することが合意された。そ

の後、2011 年 12 月に 3 か国による日中韓 FTA 産学

官共同研究報告書がとりまとめられた。 

同報告書は 2012 年 5 月の日中韓サミットに報告さ

れ、3 か国の首脳は、2012 年内の交渉開始につき一

致し、同年 11 月の日中韓経済貿易大臣会合にて、日

中韓FTA の交渉開始が宣言された。2013 年 3 月の第 

1 回交渉会合以降、2022 年 2 月までに、16 回の交渉

会合が開催されている。 

 

②日コロンビア EPA（交渉中） 

2011 年9 月、日コロンビア首脳会談において日コ

ロンビア EPA の共同研究立ち上げが合意された。こ

れを受け、2011 年 11 月から 2012 年 5 月まで共同

研究が行われ、2012 年 7 月に報告書がとりまとめら

れた。 

共同研究報告書を受けて、2012 年 9 月に行われた

日コロンビア首脳会談にて、両国は EPA 交渉を開催

することで一致し、同年 12 月に第 1 回交渉会合が開

催されて以降、2015 年 9 月までに 13 回の交渉会合

が開催された。 

 

③日トルコ EPA（交渉中） 

トルコと我が国とは、2012 年 7 月に第 1 回日・ト

ルコ貿易・投資閣僚会合を開催し、日トルコ EPA の
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共同研究を立ち上げることにつき合意した。その後共

同研究を経て、2014 年 1 月に行われた日トルコ首脳

会談にて、両国は EPA 交渉を開始することで一致し、

同年 12 月に第 1 回交渉会合を開催、2022年2月まで

に計 17 回の交渉会合を開催した。 

日トルコ EPA によって、韓国企業などの競合相手

との競争条件の平等化が図られれば、トルコへの日本

企業の輸出が後押しされるとともに、周辺国への輸

出・新規参入を狙うハブとしてのトルコの投資環境関

連制度の改善が図られる。 
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